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１ はじめに 

（１）策定の趣旨 

 

■  本県においては、これまで、「やまぐち産業戦略推進計画＊」に基づき、本県

の強みを活かした産業戦略の取組を官民一体となって推進してきました。 

 

■  その結果、産業インフラの充実、医療、環境・エネルギー分野等における企

業誘致や研究開発・事業化の進展、観光分野や県産品の売り込み強化に向けた

推進体制の整備など、着実な成果が上がっています。 

 

■  その一方で、人口減少や少子高齢化の進展に伴い、今後、県経済や産業面へ

の影響が強く懸念されるとともに、県内企業における人材不足の深刻化、生産

拠点再編等に伴う工場跡地の活用など様々な課題も生じています。 

 

■  また近年、あらゆる産業、社会生活における IｏT＊、ＡＩ＊など第４次産業革

命＊の進展や、医療・健康、バイオ＊、自動車産業等の分野における急速な技術

革新、市場変化への対応が急務となっており、国においては、成長戦略の策定・

推進を通じ、そうした技術革新等に対応した地域の成長分野の取組を強力に後

押ししています。 

 

■  こうした中、本県経済の持続的な成長、発展を促していくには、本県の強み

である基礎素材型を中心とした高度な産業集積や技術開発力、地域中核企業＊

の持つ優れた独自技術等のアドバンテージ、医療、環境・エネルギー、水素分

野等での取組成果、ＪＡＸＡ＊との連携、山口東京理科大学薬学部の設置等の

ポテンシャルを最大限に活かし、本県が今後伸ばしていく分野をしっかりと見

極めながら、成長投資の拡大や成長産業の創出等に向けた戦略的なイノベーシ

ョン＊の展開を図っていく必要があります。 

 

■  このため、産業戦略本部においては、新たな産業戦略の指針として、「やまぐ

ち産業イノベーション戦略」を策定し、官民一体となって、こうした取組を重

点的・戦略的に推進します。 
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≪やまぐち産業イノベーション＊戦略の構成≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

基本目標  

①基礎素材型産業  ②輸送用機械関連産業 ③医療関連産業 ④環境・エネルギー関連産業 

⑤航空機・宇宙産業* ⑥水素エネルギー関連産業 ⑦バイオ＊関連産業 ⑧ヘルスケア関連産業 

⑨ＩｏＴ＊等関連分野   ［各分野を支える高度ものづくり産業についても重点支援］ 

 

 ●コスト競争力の強化や生産性向上、成長分野の拡大 

●技術革新や市場変化等に対応したサプライチェーン＊の再構築 
 
 

●地域経済・雇用を牽引する地域中核企業等の創出、成長支援 

●急成長の見込まれる企業の県内立地と主力企業への育成 
 
 

●経営革新に取り組む中小企業の生産性向上 
 

●高度都市型産業のモデル拠点整備 

 

取組の 

方向性 

官民一体となった公的・民間支援メニューの提供による総合的・集中
的な支援（地域未来投資促進法＊、各種補助金・融資、技術相談、金
融機関等と連携したコンサルティング 等） 

 

山口県の高度技術、産業集積を活かした「戦略的イノベーション（技術/生産/経営革

新）」の加速的な展開を図り、重点成長分野＊の発展・拡大や、生産性、付加価値の向

上による県経済の持続的成長を目指します。 

成長分野の 

技術・製品開発基

盤となる大手化

学企業等基礎素

材型産業の集積 

北部九州、広島と

合わせた自動車

の一大生産拠点

の形成 

高度なものづく

り技術を有する

中堅・中小企業 

の立地 

県内大学や、ＪＡ

ＸＡ＊の研究セン

ター等を中心と

する研究開発 

拠点機能 

 「９つ」の重点成長分野 

 
１０の産業戦略プロジェクト 

支援スキーム 

瀬戸内 

基幹企業＊群 

地域中核 

企業＊群 

中小企業群 

［拠点整備］ 

本県の産業特性と今後の経済成長を支える「４つの強み」 

１瀬戸内産業競争力・生産性強化        ６高度産業人材確保・活用支援 

２自動車新時代に対応したイノベーション創出  ７産業インフラ輸出促進 

３大規模産業用地活用促進           ８地域産業ＩｏＴ等導入促進 

４地域中核企業創出・成長支援          ９スタートアップ企業＊立地促進・育成 

５地域中核企業等立地促進            10 新山口駅北地区拠点施設整備支援 
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（２）基本目標 

本県の高度技術、産業集積を活かした「戦略的イノベーション＊（技術／生産／

経営革新）」の加速的な展開を図り、重点成長分野＊の発展・拡大や、生産性、付

加価値の向上による県経済の持続的成長を目指します。 
  

 

 

 

 

 

（３）目標年度/期間 

急速な技術革新や市場変化、企業動向等に機動的に対応するため、２０２０年

度までの３年間を当面の目標年度とし、重点的・集中的な取組を展開します。 

 ※経済情勢等の変化に応じ、プロジェクトの追加、見直し等も適宜実施します。 

 

（４）重点成長分野＊ 

国の成長戦略や、本県の産業特性・強み、成長に向けたポテンシャル等を踏ま

え、今後伸ばしていくべき成長分野を明確化（重点９分野）し、重点的・集中的

な取組を展開します。 

 

（５）プロジェクトの推進/支援スキーム 

■  目標を実現するため、この３年間で重点的に取り組む先導的・横断的な「産

業戦略プロジェクト」を具体的に掲げます。（各プロジェクトには、指標・工程

表を設定） 

 

■  重点成長分野＊に係る関係部局による施策等の推進や、新たなプロジェクトの

立ち上げ・推進により、官民一体となった重点成長分野の推進を図ります。 

 

■  各プロジェクトの実施を通じ、地域未来投資促進法＊や県補助・融資制度、技

術相談等による集中的な支援に取り組むとともに、地元金融機関等と連携した

コンサルティング、金融サポート等の強化を図ります。 

 

■  重点成長分野（９分野）におけるイノベーション＊の加速的な展開を図るため、

「やまぐち産業イノベーション基金」の創設など、安定的・継続的な財源の確

保に努めるとともに、国への積極的な提案・要望を行います。 

 

主な視点（特色） 

○本県の高度技術・産業集積を基盤とした「オープンイノベーション＊」の推進 

○人口減少や少子高齢化等の本県特性も踏まえた、高い生産性・付加価値を有する 

産業モデルの構築 
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【プロジェクト推進/支援スキーム】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【推   進   体   制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係部局 

産業戦略部 

重点成長分野＊（９分野） 

個別分野ごとの関連事業を通じた支援 

新指針に基づく先導的・横断的プロジェクトの推進 
 

 対象企業 瀬戸内基幹企業＊ 地域中核企業＊ 

連
携 

◎ 民間委員と行政による「産業戦略本部」において、関係部局と緊密に連携して

戦略を推進します。 

 

産業戦略本部（本部長：知事） 

産業戦略プロジェクト 

      産業戦略の推進 

 

 

 検 証 

追加・見直し 

新

基

金 

予算編成/事業実施 

国への提案・要望 

国 

市町 

県民 

産業界 
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① 基礎素材型産業に特化した全国有数の工業県であり、成長分野における技 

術・製品開発の基盤となる大手化学系企業等が集積 
 

② 輸送用機械製造業の生産拠点が産業集積し、特に自動車製造業は、北部 

九州・広島と合わせて、国内における一大生産集積地を形成 

２ 重点成長分野＊について 

（１）本県の産業特性と今後の経済成長を支える「４つの強み」 

 

 

 

 

■ 本県は、県内総生産に占める「第２次産業」の割合が約４割と、全国平均（約

３割）に比べて高く、そのうち約７割を基礎素材型産業が占める全国有数の工

業県です。（全国平均：約４割） 

■ 国内の産業拠点としてのコンビナート群を中心とした、大手化学メーカーな

ど、化学、石油、鉄鋼などの基礎素材型産業の集積は、「成長分野における部材・

素材等の開発・製造拠点（マザーファクトリー＊）」であると同時に、中堅・中

小企業群を含む高度なものづくり技術を誇る「せとうち・ものづくり基盤」を

形成しています。 

■ また、災害リスク等も踏まえた大手製薬メーカー等の工場立地・集積も進ん

でおり、化学、バイオ＊系企業の研究開発力と、県内のものづくり中堅・中小企

業の高度な技術力は、新製品・新技術の研究開発基盤となり、医療、環境・エ

ネルギー分野などの産業クラスター＊の形成を促進・加速するとともに、次世代

の成長産業分野におけるイノベーション＊創出の大きなポテンシャルになって

います。 

 

 

■ 輸送用機械の本県製造品出荷額に占める割合が約２割を占めるなど、自動車、

鉄道などの加工組立型産業が集積しており（化学工業に次いで第２位）、中でも、

その８割を占める自動車関連産業は、隣接する広島県、福岡県等と合わせ、国

内の一大生産集積地となっています。（北部九州・広島・山口地域の生産台数：

約２４０万台） 

■ 自動車産業は我が国の製造品出荷額の約２割（約５８兆円）を占めるリーデ 

ィング産業＊であり、関連部品市場と合わせ、将来的にも大きな成長が期待され

ています。 

■ また、自動車産業は、電動化や自動運転など、いわゆる「CASE＊」に代表さ

れる技術革新により、１００年に一度の変革期にあると言われており、本県に

おいても、次世代自動車の普及拡大に伴う軽量・機能性部材、電子部品等の新

市場創出や新規参入の大きなチャンスが到来しています。  

「CASE」：「Connectivity」:インターネット等を活用した外部・相互接続性の向上  

「Autonomous」：自動走行 「Shared & Services」：カーシェアリングなど多様なニーズ等 

「Electric」：車の動力源の電動化  
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③ 基礎素材型産業集積等を背景に、高度なものづくり技術を有し、地域内外

の「バリューチェーン＊の要」となる中堅・中小企業が数多く立地 

④ 先行的な水素利活用やＪＡＸＡ＊の研究センターの設置、県内大学におけ

る、医薬・バイオ＊分野等の研究開発拠点機能の強化等の取組が進展 

 

 

 

   

 

■ コンビナートを中心とする基礎素材型産業の集積を背景にした、高度なもの

づくり技術を誇る中堅・中小企業の集積は、精密、高精度な製品、素材の供給

や、高度な研究開発を支える重要な基盤となっています。 

■ また、こうした企業群は、大企業とともに、本県の製造業における付加価値  

の約８割を創出する、域内外の「バリューチェーンの要」として、今後の本県

の経済・雇用を牽引し、また、今後の成長産業分野の担い手となる「地域中核

企業＊」としての役割を期待されています。 

 

 

 

 

■ 瀬戸内コンビナートに由来する全国トップレベルの水素先進県として、水素

の製造・供給インフラの整備、サプライチェーン＊の構築など、「水素社会の実

現」を目指した先導的な実証研究や、水素利活用による地域づくり等の取組が

進展しています。 

■ また、この他にも、県内ものづくり企業の参画による航空宇宙クラスター＊

の形成やＪＡＸＡの「西日本衛星防災利用研究センター*」の設置を契機とした

衛星データ利活用に係る研究会の立ち上げ、バイオ関連の企業の集積、山口大

学における医療分野の研究開発拠点機能の強化、山口東京理科大学薬学部の設

置など、次世代の成長産業を育成するための様々な基盤の整備が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山口県の高度技術、産業集積を活かした 

「戦略的イノベーション（技術/生産/経営革新）」の加速的な展開を図り、 

重点成長分野の発展・拡大や、生産性、付加価値の向上による 

県経済の持続的成長を目指します。 
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（２）重点成長分野＊の設定 

≪国における成長戦略の推進状況等≫ 

国においては、「日本再興戦略」や「未来投資戦略」等において、医療関連、環

境・エネルギー、IoT＊・AI＊等、重点分野を定め、次世代産業の育成・振興に向け

た成長戦略を推進しています。  

■ 日本再興戦略 2016「名目 GDP600 兆円に向けた成長戦略」 

テーマ等 主な重点戦略分野 市場規模等 

第４次産業革命＊の実現  IoT・ビッグデータ＊・AI・ロボット 
［付加価値創出］ 

30 兆円（2020 年） 

世界最先端の健康立国へ 
健康・予防に向けた保険外サービス活用
促進、ビッグデータ等の活用による診療
支援・革新的創薬・医療機器開発等 

［市場規模］ 
16 兆円(2011 年)  

  ⇒26 兆円（2020 年） 

環境エネルギー制約の克服
と投資拡大 

省エネ・再エネの推進、燃料電池自動車
の本格的普及など水素社会の実現等 

［エネルギー関連投資］ 
 18 兆円(2014 年度) 
  ⇒28 兆円(2030 年度) 

スポーツの成長産業化 スポーツ施設の魅力・収益性の向上等 
［市場規模］ 
5.5 兆円(2015 年)  
⇒15 兆円（2025 年） 

既存住宅流通・リフォーム市
場の活性化 

資産価値を評価する流通・金融等の仕
組み構築等 

［市場規模］ 
11 兆円(2013 年)  

  ⇒20 兆円（2025 年） 

サービス産業の生産性向上 
宿泊、運送、外食・中食、医療等の生
産性向上のための法的枠組み、地域金
融支援等 

［付加価値］ 
343 兆円(2014 年)  

  ⇒410 兆円（2020 年） 

攻めの農林水産業の展開と
輸出力の強化 

スマート農業＊、産業界と農業界の連携
体制構築等 

［６次産業市場］ 
5.1 兆円(2014 年度) 

  ⇒10 兆円(2020 年度) 

観光立国の実現 
地域観光経営の推進、広域観光周遊ル
ートの世界水準への改善 

［外国人旅行消費額］ 
3.5 兆円(2015 年) 

  ⇒8 兆円(2020 年) 
     ⇒15 兆円(2030 年) 

  ※上記のほか「中堅・中小企業・小規模事業者の革新」等、全１０のプロジェクトあり 

 ■ 未来投資戦略 2018 「Society 5.0＊」「データ駆動型社会」への変革 

重点分野とフラッグシップ・プロジェクト ＫＰＩ（一例） 

次世代モビリティ・システム
の構築 

無人自動運転による移動サービスの実現

等 

地域限定型の無人自動運転
移動サービスの展開 
全国 100 箇所以上(2030 年) 

次世代ヘルスケア・システム
の構築 

個人の健診・診療・投薬情報を医療機関
等の間で共有するための工程表策定等 

平均寿命の増加分を上回る
健康寿命の増加 

エネルギー転換・脱炭素化
に向けたイノベーション＊ 

エネルギー制御、蓄電、水素利用等の技
術開発等 

商用水素ステーション整備
320 箇所程度（2025 年度） 

FinTech＊/キャッシュレス
化 

金融・商取引関連法制の機能別・横断的
な法制への見直し等 

今後10年間にキャッシュレ
ス決済比率倍増（4割程度） 

デジタル・ガバメント 
の推進 

デジタルファースト一括法案＊の提出等 
AI 等革新的ビッグデータ処
理技術活用地域数 
300 地域（2020 年度） 

中小・小規模事業者の生産
性革命の更なる強化 

IT・ロボット導入の強力な推進等 中小企業・小規模事業者の
IT ツール導入促進 約 3 割
（約 100 万社）（2020 年）   

※上記のほか「まちづくりと公共交通・ICT 活用等の連携によるｽﾏｰﾄｼﾃｨ」等、全９のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄあり 
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≪本戦略における重点成長分野＊≫ 

本県の産業特性をベースとして、各産業が有する「強み」や「優位性」、今後の

成長が期待される「イノベーション＊や成長に向けたポテンシャル」、これからの

技術・製品・サービス等の「国内外の市場の成長性」等を踏まえ、高度技術や産

業集積を活かした高い生産性と付加価値を生み出すイノベーションの展開を図る

ため、本県産業の成長フェーズ等に応じ、９つの分野を今後、本県が重点的に伸

ばしていくべき成長分野として設定します。【重点成長分野】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記分野を支える「高度ものづくり産業」についても重点支援 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成長基幹分野 

基礎素材型産業 

輸送用機械関連産業 

成長加速分野 

医療関連産業 

環境・エネルギー関連産業 

次世代育成分野 

航空機・宇宙産業＊ 

水素エネルギー関連産業 

バイオ＊関連産業 
ヘルスケア関連産業 

ＩｏＴ＊等関連分野 
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成長基幹分野 

瀬戸内海沿岸には、コンビナートが形成され、石油、化学メーカー等を中心に

世界規模で活躍する基幹企業群が立地・集積しており、県経済の重要な活力源、

発展基盤となっています。 

１ 基礎素材型産業 

主な製品・技術等 化学、鉄鋼、石油分野等製品等（機能性素材等） 

市場規模・成長性等 
［機能性化学品世界市場規模］ 

約 50 兆円〔経済産業省資料（2018(平成 30)年１月）〕 

本県の産業特性 

・状況等 

 

■製造品出荷額等（基礎素材型）：69.3%（全国：36.4%） 

項目/分野 化学 石油・石炭 鉄鋼 

県内製造品出荷額

（割合） 

29.3% 

県内（1位） 

13.4% 

（2 位） 

10.4% 

（3 位） 

全国順位 6 位 6 位 10 位 

［平成 29 年工業統計調査］ 

■港湾取扱貨物量：全国第 11 位（110 百万 t） ［2016(平成 28)年港湾統計］ 

・国際拠点港湾：２港（徳山下松港、下関港） 

・重要港湾：４港（岩国港、三田尻中関港、宇部港、小野田港） 

※下線部：国際バルク戦略港湾＊（石炭） 
 

２ 輸送用機械関連産業 

主な製品・技術等 自動車、自動車附属品・関連部品等 

市場規模・成長性等 

［自動車市場の動向］ 

世界販売約 9,300 万台/年、年 4～5％成長（国内市場約 500 万台）、CASE＊

による市場拡大可能性             〔自動車工業会資料（2016(平成28)年）〕 

［次世代自動車（電動車）の普及見通し］ 

2020 年 15％⇒2030 年 32％⇒2040 年 51％〔経済産業省資料（2018(平成 30)年 4 月）〕 

本県の産業特性 

・状況等 

 

■製造品出荷額等（加工組立型) ：24.0％（全国：46.0％） 

項目/分野 輸送用機械 生産用機械 はん用機械 

県内製造品出荷額

（割合） 

 

17.0% 

県内（1位） 

全国（14位） 

3.2% 

（2位） 

1.7% 

（3位） 

※製造業全体では輸送用機械は化学（29.3％）についで県内第２位 

［平成 29 年工業統計調査］ 

■県内自動車・同附属品製造業製造品出荷額状況等 

項 目 事業所数 従業者数 製造品出荷額 

自動車・同附属品製

造業（対輸送機械割合） 

38 所 

（29.7％） 

8,837 人 

（62.1％） 

9,237 億円 

（83.8％） 

［平成 26 年山口県の工業］ 

■北部九州・広島・山口地域の自動車生産台数 

約 240 万台（うち本県約 40 万台）［自動車会社等資料等（2017(平成 29)年度）］ 

※統計数値等出典一覧については、５８頁以降に掲載 
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 成長加速分野

化学系メーカーを中心とした産業集積と、全国屈指の「せとうち・ものづくり

技術基盤」により、親和性の高い「医療関連」、「環境・エネルギー関連」分野に

おける研究開発や新規事業展開等が着実に進展しています。 

３ 医療関連産業 

主な製品・技術等 医薬品、検査・医療機器等 

市場規模・成長性等 

［国内医療機器市場］    （2020 年）3.2 兆円へ拡大 

［健康増進・予防等関連産業］（2020 年）4兆円⇒ 10 兆円へ拡大 

〔健康・医療戦略（2014(平成 26)年 7 月）〕 

本県の産業特性 

・状況等 

 

■医療機器・医薬品関連の生産額等 
  

項目/区分 医薬品原末・原液 医薬品製剤 医療機器  

出荷・生産額 564 億円 1,897 億円 125 億円 

全国順位 4 位 9 位 28 位 

※出荷額：医薬品データ［平成 26 年工業統計調査］ 

生産額：医療機器データ［平成 27 年薬事工業生産動態統計年報］ 

■産学公金連携による研究開発拠点の機能強化・形成 

・国立大学法人山口大学「再生・細胞治療研究センター＊」 

（がん免疫細胞療法、肝臓再生療法の研究開発等） 

・山陽小野田市立山口東京理科大学薬学部 

（薬学系人材の育成、地域健康産業活性化の取組等） 

■医療関連産業ｸﾗｽﾀｰ*の形成による研究開発・事業化の促進 

・医療機器等事業化件数：18 件［H26-29］  
 

４ 環境・エネルギー関連産業 

主な製品・技術等 再生可能エネルギー、環境・省エネ技術、電池関連等 

市場規模・成長性等 

［再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ、蓄電池等市場規模］〔日本再興戦略（2013(平成 25)年 6 月）〕 

(2020 年)国内 10 兆円  ⇒ (2030 年)11 兆円 

［省ｴﾈ・再ｴﾈ分野ｴﾈﾙｷﾞｰ関連投資］〔ｴﾈﾙｷﾞｰ革新戦略(2016(平成 28)年 4 月)〕 

 エネルギー関連投資にして 28 兆円の効果を志向（2030 年度） 

本県の産業特性 

・状況等 

 

■高い省エネ技術を有する基礎素材型産業が集積 

（県内の関連製品・技術等（一例）） 

＜製 品＞・太陽光発電システム・リチウムイオン電池 

・太陽熱利用システム・地中熱利用システム 

＜部素材＞・太陽電池素材（多結晶シリコン＊）・リチウム電池部材 

 

■環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ産業ｸﾗｽﾀｰの形成による研究開発・事業化の促進 

・環境・エネルギー分野事業化件数：35 件［H26-29］ 
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 次世代育成分野

航空機・宇宙産業＊分野、水素関連産業における先導的な取組や、バイオ＊、ヘ

ルスケア、IoT＊等、次世代成長分野における市場の動向や県内企業、大学等の技

術・研究シーズ、取組状況を踏まえ、これらの多様なポテンシャル等を最大限に

活かした成長投資の拡大や成長産業の創出等に向けた戦略的なイノベーション＊

の展開を推進します。 

５ 航空機・宇宙産業 

主な製品・技術等 航空機主翼部材、エンジン・ロケット部品、衛星データ利用等 

市場規模・成長性等 

［航空機産業の売上目標］〔航空産業ビジョン（2015(平成 27)年 12 月）〕 

（2014 年度）1兆 6,661 億円⇒(2020 年)2 兆円  ⇒（2030 年）3兆円 

［宇宙産業の市場目標］〔宇宙産業ビジョン 2030（2017(平成 29)年 5 月）〕 

（現 在）1.2 兆円 ⇒（2030 年代早期）倍増   

本県の産業特性 

・状況等 

 

■航空機・宇宙産業への参入促進体制の構築 

・県内の優れたものづくり技術（精密機械加工技術）を有する

企業 6社による「航空宇宙クラスター＊」の形成 

・ＪＡＸＡ＊「西日本衛星防災利用研究センター＊」が設置され

（H29.2）、産学公連携による「衛星データ解析技術研究会」

を設置（45 団体（H30.7））、今後、山口県産業技術センター＊

に「宇宙データ利用推進センター」を設置し宇宙データ活用

に向けた各種支援を実施⇒やまぐち SPACE HILL 構想＊の推進 

（県内企業の製品・技術等（一例）） 

・航空機主翼部材、ロケット部品、航空機エンジン素材・部品 
 
６ 水素エネルギー関連産業 

主な製品・技術等 水素燃料、燃料電池自動車、水素ステーション等 

市場規模・成長性等 

［モビリティ等での普及拡大］〔水素基本戦略（2017(平成 29)年 12 月）〕 

（水素ｽﾃｰｼｮﾝ）      2020 年度:160 ヶ所 ⇒ 2025 年度:320 ヶ所 

（水素燃料電池自動車）2020 年: 4 万台   ⇒ 2030 年: 80 万台 

本県の産業特性 

・状況等 

 

■水素の生産量等：32.9億 N㎥/ｙ［全国 10.3%を占める］ 

■周南市で、中四国、九州地方で初「液化水素製造工場」操業開

始（H25.6）、中四国地方初「水素ｽﾃｰｼｮﾝ」運用開始（H27.8） 
 
７ バイオ関連産業 

主な製品・技術等 機能性食品、高機能素材、バイオ医薬品、バイオ燃料等 

市場規模・成長性等 
［世界バイオ市場予測］〔経済産業省資料（2016(平成 28)年 3 月）〕 

（2030 年） 約 200 兆円の市場拡大予測 

本県の産業特性 

・状況等 

 

■バイオ関連産業の基盤となる企業集積や関連の研究開発拠点

が形成 

・大学を中心とした研究開発拠点の形成、機能強化に向けた動

きが進展。（中高温微生物研究ｾﾝﾀｰ＊・再生・細胞治療研究ｾﾝﾀｰ＊・

生命医工学研究ｾﾝﾀｰ＊(各山口大学)、 山口東京理科大学薬学部等） 
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 次世代育成分野

８ ヘルスケア関連産業 

主な製品・技術等 健康・予防サービス、介護・福祉機器、生活支援サービス等 

市場規模・成長性等 
［ヘルスケア関連産業の市場規模］〔日本再興戦略（2013(平成 25)年 6 月）〕 

2020 年：（国内）26 兆円 ⇒ 2030 年：(国内) 37 兆円  

本県の産業特性 

・状況等 

 

■医療関連産業ｸﾗｽﾀｰ*の形成による研究開発・事業化の促進 

・医療機器等事業化件数：18 件［H26-29］   

■健康・医療に関連する山口県の状況 

 ・健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）の状況等 

 

性別/項目 

健康寿命（全国順位） 

「日常生活に制限の 

ない期間の平均」 

［備 考］ 

「日常生活に制限の 

ある期間の平均」 

男 性 72.18 年 8.36 年 

女 性 75.18 年 11.66 年 

 ［厚生労働省資料（2016(平成 28)年）］ 

 
・高齢化率 

項目 数 値 全国順位 

高齢者人口比率 33.4％ 4 位 

 ※国の総人口に占める 65 歳以上人口の割合：27.7％ 

［内閣府「平成 30 年版高齢社会白書」］ 

 
 
９ IoT＊等関連分野 

主な製品・技術等 IoT、ビッグデータ＊、人工知能（AI＊）、ロボット技術等 

市場規模・成長性等 
［IoT・AI の経済成長へのインパクト］〔総務省資料（2017(平成 29)年 3 月）〕 

実質 GDP の予測（市場規模の押し上げ効果）：2030 年で 132 兆円 

本県の産業特性 

・状況等 

 

■IoT等の研究開発/導入促進に向けた県内プラットホーム 

 「山口県 IoT 推進ラボ*」（事務局：山口県） 

 ・IoT の導入・利活用の促進   

⇒多様な専門家で構成するカンファレンスチームや、助成 

金による支援（支援件数：11 件） 

・「やまぐち IoT・ロボット技術研究会＊」（事務局：山口大学） 

   ⇒企業、産業技術支援機関、金融機関、大学、高等専門学

校等約 50 社・機関等参加 

  ・情報共有及び人材育成 

   ⇒市町担当者向けセミナーや、インターネットで県内外の 

会場をつないだ勉強会を開催 
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３ 取組の方向性と産業戦略プロジェクトについて 

（１）対象企業群に応じた取組の方向性 
 

重点成長分野＊の拡大、発展を促すため、関係部局や民間金融機関等との連携に

より、本県製造業における付加価値額の大宗を占め、本県経済、雇用を牽引する

瀬戸内基幹企業＊群や地域中核企業＊群等の競争力強化や成長、創出を集中的に支

援します。 

区  分 方 向 性 

 

瀬戸内 

基幹企業群 

付加価値額 

約 60％ 

 

 

■コスト競争力の強化や生産性向上、成長分野の拡大 

・研究開発の加速化と成長分野への投資拡大 

・ＩＴ化や人材不足等に対応した生産性の向上（省力化等） 

・地域企業との技術連携等による成長分野の開発促進 

 

■技術革新や市場変化等に対応したサプライチェーン＊の再構築 

 

 

 

地域 

中核企業群 

付加価値額 

約 20％ 

 

 

 

■地域経済・雇用を牽引する地域中核企業の創出、成長支援 

・地域中核企業及び候補企業群の発掘、創出 

・技術力強化や販路・域内調達の拡大（基幹企業、大学等との連携） 

・コンサルティング、マッチング等による事業戦略等の強化 

・人材確保、省力化投資の拡大 

 

■急成長の見込まれる企業の県内立地と主力企業への育成 

［地域中核企業]  

 

 

 

 

 

※地域未来牽引企業＊39 社（先導モデル） 

 
中小企業群 

（約 1800社） 

■経営革新に取り組む中小企業の生産性向上 

※ハンズオン支援＊を核とする一貫的な支援 

   

拠点整備 ■高度都市型産業のモデル拠点整備 

 

 

技術連携、提携 

育成・集約化 

○地域の特性を活かして高い付加価値、経済効果を創出し、地域の経済成長 

・雇用を牽引する企業 

（域外販売及び域内仕入の割合が高い、成長性や従業員増加率が高い など） 
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（２）産業戦略プロジェクト 
  

重点成長分野＊の拡大・発展や生産性の向上による県経済の持続的成長に向けた

先導的・横断的プロジェクトを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト  1 

自動車新時代に対応したイノベーション＊創出プロジェクト  ２ 

大規模産業用地活用促進プロジェクト  ３ 

地域中核企業＊創出・成長支援プロジェクト  ４ 

地域中核企業等立地促進プロジェクト  ５ 

高度産業人材確保・活用支援プロジェクト  ６ 

産業インフラ輸出促進プロジェクト  ７ 

地域産業 IoT＊等導入促進プロジェクト  ８ 

スタートアップ企業＊立地促進・育成プロジェクト  ９ 

新山口駅北地区拠点施設整備支援プロジェクト  10 
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  徳山下松港及び宇部港において、国や民間事業者との連携の下、大水深公共桟

橋や荷さばき施設等の整備の推進 

  港湾運営会社＊を核として、西日本における広域の石炭需要や石炭輸送の動向

を把握するとともに、大型船を用いた石炭の共同輸送の促進 

  徳山下松港や三田尻中関港におけるコンテナターミナル＊の再編整備、岩国港

における臨港道路の整備、徳山下松港におけるフェリーターミナルの再編整備等、

各港の特性に応じた港湾整備の推進 

  利用者等のニーズを把握し、これまでの取組を検証した上で、ポートセールス＊等

の更なる推進 

  

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 港湾取扱貨物量（110 百万トン）は全国第 11 位、石炭取扱量は全国第 1 位と

全国有数の物流拠点を形成（2016(平成 28)年港湾統計） 

○ 石炭の一括大量輸送を実現し、企業の国際競争力強化に資する｢国際バルク戦

略港湾＊｣施策の具現化に向けた取組を推進 

 

 

 

 

○ 国際拠点港湾（徳山下松港、下関港）、重要港湾（岩国港、三田尻中関港、宇

部港、小野田港）において、コンテナ貨物の増加等に対応する港湾整備を推進 

・ 岩国港の臨港道路Ⅰ期区間（装束～新港）供用開始。（2016(平成 28)年 4 月） 

・ 三田尻中関港のガントリークレーン増設。（2018(平成 30)年 3 月） 等 
 

［課題と方向性］ 

● 徳山下松港及び宇部港において、石炭の安定的かつ安価な輸送を実現するため

の港湾施設整備、企業間連携の促進が必要 

● 取扱貨物量や地域のニーズ等を踏まえ、県内各港の特性に応じた港湾の機能強

化や利用促進に向けた取組の一層の強化が必要 

 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

・「国際バルク戦略港湾（石炭）」への選定  
・ファーストポート＊となる大水深公共桟橋等、継続的な港湾施設整備を推進 
・徳山下松港について、｢港湾運営会社＊｣の設立（2017(平成 29)年 9 月）、「特定貨物
輸入拠点港湾（石炭）」への指定（2018(平成 30)年 2 月） 

・岩国港の臨港道路Ⅰ期区間（装束～新港）供用開始（2016(平成 28)年 4 月） 
・三田尻中関港のガントリークレーン＊増設（2018(平成 30)年 3 月）等 

瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 
〔企業の国際競争力強化に資する港湾の機能強化〕 No   1 

 
－１ 
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●国際バルク戦略港湾育成プログラム＊（多様な輸送システムの構築） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

「国際バルク戦略

港湾育成プログラ

ム＊」に沿った取組

の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内各港の特性に

応じた港湾の機能

強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

石炭共同輸送の実施回数 ７回 2017（平成 29）年度 ３０回/3 年 

＜宇部港＞航路の浚渫等 

港湾運営会社＊を核とした大型船を用いた石炭の共同輸送の促進 

＜徳山下松港＞ 

桟橋新設、岸壁延伸、航路・泊地の浚渫、荷役機械の整備等 

＜コンテナ貨物の増加等に対応した国際拠点港湾及び重要港湾の整備＞ 

コンテナターミナル＊・フェリーターミナルの再編整備、臨港道路の整備、岸壁改良(耐震)等 

＜港湾物流の効率化、コスト縮減に向けたソフト施策の充実＞ 

ポートセールス＊、港湾施設使用料の減免等 

●三田尻中関港 岸壁改良(耐震)完了 

●徳山ポートビル建替完了 

 

＊ 

＊ 
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 周南地区における水資源・渇水対策 

  島田川工業用水道事業による工業用水の安定供給、和田取水の川上ダムへの

一時貯留や下松市工業用水による応援給水制度の効果的な運用、水運用の見直

し等による渇水対策の強化 

 宇部・山陽小野田地区における水資源・渇水対策 

企業の減量や投資動向等を踏まえた供給体制の再構築、宇部丸山ダムにおけ

る貯水システムの効果的な運用、水運用の見直し等による渇水対策の強化 

 料金制度の効果的な運用 

企業のコスト競争力の強化に向けた二部料金制＊の運用 

 施設の老朽化対策等の推進 

 「施設整備１０か年計画＊」に基づく工業用水道施設の計画的・重点的な老朽化

対策等の推進 

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 周南地区において、水系を越えた広域的な供給体制を構築し、企業ニーズに対
応した新たな水資源を確保するため、島田川工業用水道事業に着手（2020 年当
初給水開始予定） 

○ 慢性的な渇水への対策として、2014(平成 26)年度から川上ダムへの一時貯留、
下松市工業用水による応援給水制度、宇部丸山ダムにおける貯水システムの運用
を開始 

○ 企業のコスト競争力の強化を図るため、企業の節水努力が料金に反映される二
部料金制＊を 2014(平成 26)年度から周南地区、岩国地区、宇部・山陽小野田地
区・美祢地区において順次導入 

○ 「施設整備１０か年計画＊」に基づき、計画的・重点的な老朽化対策等を推進
するとともに、企業ニーズを踏まえた宇部・山陽小野田地区の供給体制の再構築
など、工業用水の安定供給体制の強化に向けた取組を推進 

 

［課題と方向性］ 

● 渇水対策の一層の強化や企業のコスト競争力強化に向けた要請への対応 

● 企業の事業再編や新規投資計画等に伴う工業用水の需給状況の変化への的確

な対応 

● 本格的な更新時期を迎える管路等工業用水道施設の老朽化対策や供給体制の

再構築等による安定供給体制の強化 

 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 
〔「産業の血液」工業用水の安定供給体制の強化〕 No   1 

 
－２ 
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末武川ダム

光 市

下 松 市

御屋敷山

配 水 池
下 林

取水場

建設区間

約 10km

周 南 市

島田川

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 工程表 

 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

工業用水道管路の更新整備延長

（累計） 
２．９Ｋｍ 2017（平成 29）年度 ３．９Ｋｍ 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

周南地区における 

水資源・渇水対策 

ハ
ー
ド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ソ
フ
ト 

宇部・山陽小野田

地区における水資

源・渇水対策 

 
ハ
ー
ド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ソ
フ
ト 

料金制度の 

効果的な運用 

 

ソ
フ
ト 

  

 

 

 

施設の老朽化 

対策等の推進 

 

ハ
ー
ド 

 

 

 

 

 

 

ソ
フ
ト 

●島田川工業用水道事業 

＜和田取水の川上ダムへの一時貯留＞ 

＜下松市工業用水による応援給水制度の効果的な運用＞ 

＜水運用の見直し等による渇水対策の強化＞ 

＜宇部丸山ダムにおける貯水システムの効果的な運用＞ 
＜水運用の見直し等による渇水対策の強化＞ 

＜二部料金制＊の運用＞ 

＜管路等の老朽化対策の推進＞ 

建 設 

＜供給体制の再構築＞ 

給水開始 
（2020 年当初を予定） 

詳細設計 工業用水道施設整備 

＜隧道（ずいどう（トンネル））の点検及び補修・補強＞ 

●宇部･山陽小野田地区再構築 

＜島田川工業用水道事業＞ 
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 高規格幹線道路＊の建設促進 

広域的な連携の強化に資する山陰道の建設を促進 

 地域高規格道路＊等の建設促進 

地域高規格道路や、港湾・空港等とのアクセス向上に資する国道・県道の建設

を促進 

 特殊車両通行許可制度＊の改善 

大型車両の通行を誘導すべき道路の指定による特殊車両通行許可制度の改善

を推進 

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 迅速かつ円滑な物流等を実現するため、物流等基盤強化に資する山陰道や地域

高規格道路＊、港湾・空港等とのアクセス向上に資する国道・県道の整備を促進

するとともに、特殊車両通行許可制度＊の改善を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

［課題と方向性］ 

● 瀬戸内基幹企業＊群のコスト競争力強化や生産性向上を図るため、アクセス性

の向上や渋滞の緩和などに資する幹線道路網の整備等が必要 

 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

・山陰道（長門・俵山道路）の整備促進（2009(平成 21)年 3 月～） 
・山陰道（俵山・豊田道路）の新規事業化（2016(平成 28)年 4 月） 
・山陰道（木与防災）の新規事業化（2017(平成 29)年 4 月） 
・小郡萩道路（絵堂萩道路）の新規事業化（2014(平成 26)年 4 月） 
・小野田湾岸道路の開通（2014(平成 26)年 12 月） 
・国道１９１号（下関北バイパス）の開通（2015(平成 27)年 3 月） 
・山口宇部道路（由良インターチェンジ）のフルランプ化（2015(平成 27) 年 6 月） 
・山口宇部道路（小郡ジャンクション）の開通（2016(平成 28)年 3 月） 
・国道２号（小月バイパス）の４車線化（2017(平成 29)年 4 月） 
・上記幹線道路等の整備により、主要渋滞箇所の渋滞が緩和（山の田交差点、綾羅木駅
前交差点、栄町交差点等） 

・大型車両の通行を誘導すべき道路として、国道２号外 28 路線の指定により、特殊車
両通行許可制度を改善  

瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 
〔迅速かつ円滑な物流を支える幹線道路網の整備〕 No   1 

 
－３ 
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３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

高規格幹線道路＊

の建設促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域高規格道路＊

等の建設促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特殊車両通行許可

制度＊の改善 

   

 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

国道・県道の整備完了延長 － － ３０km/3 年 

緩和する主要渋滞箇所数 － － ３箇所/3 年 

●山口県の幹線道路網 

＜山陰道（長門・俵山道路）の整備促進＞ 

＜山陰道（俵山・豊田道路）の整備促進＞ 

＜山陰道（木与防災）の整備促進＞ 

＜山陰道（未着手区間）の新規事業着手＞ 

＜利用者ニーズの把握、輸送ルートの選定等＞ 

＜大型車両の通行を誘導すべき道路の指定（国）＞ 

＜岩国・大竹道路の整備促進＞ 

＜小郡萩道路（絵堂萩道路）の整備促進＞等 

＜未着手区間の新規事業着手＞ 

広島県

島根県

福岡県

地域高規格道路 下関西道路
地域高規格道路 山口宇部小野田連絡道路

地域高規格道路 小郡萩道路

地域高規格道路 岩国大竹道路

国道１８８号

岩国錦帯橋空港

岩国港

山陰道

山陰道

中国縦貫自動車道

山陽自動車道

地域高規格道路 下関北九州道路

徳山下松港

三田尻中関港

宇部港

小野田港

下関港

国道２号

山陰道

山口宇部空港

国道２号
国道２号

地域高規格道路 周南道路

国道１８８号

＜俵山・豊田道路＞

＜長門・俵山道路＞

山陰道

＜小郡萩道路（絵堂萩道路）＞

＜富海拡幅＞
＜周南立体＞

＜柳井市南町～平生町築廻＞

＜岩国南バイパス南伸＞

＜岩国・大竹道路＞

＜長門市～下関市間＞

山陰道

＜島根県益田市～萩市間＞

＜下関市才川～山の谷＞

未着手区間 未着手区間

事業中 事業中

供用済 供用済

事業中 早期事業化要望

国際拠点港湾 重要港湾

空港

凡
　
　
　
例

高規格幹線道路 地域高規格道路

その他

幹線道路

山陰道

＜木与防災＞

平成３０年６月現在

＊ ＊ 
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  工場立地法に関する規制緩和や施設等の 

相互利活用の促進 

  防災対策強化の促進 

（
） 

  産業人材の育成の促進 

（
） 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 県内コンビナートの国際競争力の強化に向け、全県的な連携を図るため、2015

（平成 27）年に、「山口県コンビナート連携会議」を設置・運営するとともに、 

シンポジウムの開催など機運を醸成 

〇 各地域（岩国・大竹、周南、宇部・山陽小野田）において、「地域コンビナー

ト企業連携検討会議」を設置・運営し、安全防災や規制緩和、人材育成等、10

件の企業間連携が実現（2017(平成 29)年度末時点） 

 

 

 

 
 
 
［課題と方向性］ 

● 石油・石化製品の国内需要の減少やグローバル競争の激化に対応するため、経

済再生に向けた石油・石油化学・化学産業＊等の国際競争力の強化が必要 

● 本県の強みである瀬戸内沿岸の基幹企業の国際競争力の強化、生産性の向上、

成長分野への投資拡大を図るため、地域コンビナート内の企業間やコンビナート

間の連携をより一層促進していくことが必要 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

                          

 

 

 

 

 

瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 
〔国際競争力の強化に向けたコンビナート企業間の連携促進〕 No   1 

 
－４ 

主な実現内容 ・大規模地震・津波に対する危機管理体制の強化（2015(平成 27)年度） 

・各社遊休資産等のデータベースの構築(2016(平成 28)年度) 

・工場立地法に係る規制緩和の共同提案の実施(2017(平成 29)年度) 

・研修の共同実施（人材育成スキルアップセミナー）(2017(平成 29)年度) 

 

 

 

岩国・大竹地域 

コンビナート 

企業連携検討会議 

宇部・ 

山陽小野田地域 

コンビナート 

企業連携検討会議 

  

周南地域 

コンビナート 

企業連携検討会議 

コンビナート間連携連絡会議 

〔意見交換会等〕 

山口県コンビナート連携会議 

〔構成〕 
 会長 山口県知事 
       (事務局：県産業戦略部) 
 企業、金融機関、教育機関、 
 行政機関（国、市町）等 

助 言 
報 告 

コンビナート企業間の連携促進 
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３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

「次世代型コンビナー

ト＊」企業間連携モデ

ルの構築の促進 

   

（
地
域
の
継
続
テ
ー
マ
） 

コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
企
業
間
の
連
携
促
進 

工場立地法に

関する規制緩

和・資産・施

設等の相互利

活用の促進 

 

 

 

  

防災対策強化

の促進 

   

産業人材の 

育成の促進 

   

 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

生産性向上等に資する 

大規模連携事業の実現 
－ － 実現 

＜大規模地震・津波に対する危機管理体制の情報交換による防災対策強化の促進＞ 

＜プラントオペレーターの人材育成の促進＞ 

＜資産・施設等の相互利活用の促進＞ 

＜規制緩和の要望事項を検討・実現＞ 

＜高度機能統合、共同物流改革、ＩｏＴ＊活用による生産革新＞ 

＊ 

＊ 



23 

 

  自動車産業の構造変化や将来見通しについて、自動車関連をはじめ素材系、電

子部品、技術加工等幅広い企業の連携や情報・技術交流のためのプラットフォーム

を形成 

  「次世代のクルマづくり」に係る中長期的技術についての展開方向を探求 

（軽量化・高性能技術、製造方法の効率化、コストダウン方法等） 

  ワークショップ等による企業間連携の仕組みづくり 

 

 

 

 

  企業の競争力・開発力強化に向けた研究開発・事業化への支援 

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ マツダ（株）防府工場及び同社と関連する企業が立地・集積。本県における工

業製造品出荷額の約２割（第２位）を占める輸送用機械器具製造品は全国第１４

位。自動車関連は約９，２００億円と８割超 

○ 北部九州・広島地域を合わせた生産台数は約２４０万台と、国内の一大生産基

地を形成 

○ 自動車産業は、いわゆる「CASE＊」による技術革新により、１００年に一度の

変革期にある状況 
 

［課題と方向性］ 

● 次世代自動車の普及拡大に伴い、エンジン部品、駆動・伝達部品等の削減が

見込まれることから、バッテリーやモーター、電子部品、軽量・機能性部材等

の新市場創出や新規参入への対応が必要 

● 自動車産業の動向や自動車メーカーのニーズ把握とともに、多様な産業分野

における県内企業（自動車関連、素材型メーカー等）の連携、マッチングの強

化を通じ、技術開発・提案力の向上や新技術・新製品・新市場の開拓、生産性

向上などの勝機につなげることが必要 

 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車新時代に対応したイノベーション＊創出プロジェクト 
 〔自動車産業の急速な構造変化等に向けた対応〕 No   ２ 

・分野別ワークショップ、技術交流会 
・自動車メーカー等のニーズ・シーズ発信による研究会 
・商談会やマッチング支援等 
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３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

自動車産業の構造

変化に向けた研究

会や産学公金連携

組織の設置 

  

 

 

自動車関連企業の 

イノベーション＊

創出支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

自動車産業に係る産学公金連携 

組織への参画企業数 
－ － １００社 

●取組フロー 

 

 

 

 

●メーカーと県内企業間連携 

＜分野別ワークショップの開催、技術交流会＞ 

＜商談会やマッチング支援＞ 

＜自動車メーカ－等によるニーズ・シーズ発信による研究会＞ 

＜研究会の開催（4 回/年）＞ 

 

＜産学公金連携組織の設置と運営＞ 
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  県庁内サポートチームの設置による、地元市町や企業等のニーズを踏まえた一元

的な支援策の検討・調整の実施 

  県、市町、関係企業等によるプロジェクトチームの設置による、大規模工場跡地の

具体的・効果的な活用に向けた、関係機関等の連携体制の強化と既存の産業イン

フラを活かした大規模工場跡地の活用方策等の検討 

  東アジアへの近接性や豊富な産業人材など、本県の立地環境の優位性や経

済波及効果、市町のニーズを踏まえた戦略的な企業誘致活動の展開 

  県独自の支援制度や地域未来投資促進法＊等に基づく優遇制度の活用・提

案等による企業の新規立地の促進 

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 県内の主要産業団地の分譲率が９０％を超える中、企業にとって魅力ある事業

用地確保のため、工場の撤退などによって生じている企業の未利用地を企業誘致

の受け皿として、誘致活動に活用 

○ 近年、企業の生産拠点の再編等により、大規模な工場跡地が発生 
 

［課題と方向性］ 

● コンビナートなど産業集積エリアにおける大規模な工場跡地の発生は、地域の

雇用や取引先など関連企業等への様々な影響が懸念されることから、本県の立地

環境の優位性や充実した産業インフラを活かし、成長分野を中心とした企業の立

地促進など、地域産業の活性化に向けた取組の強化が必要 

● 主要産業団地の分譲率が９０％を超え、企業にとって魅力ある事業用地が少な

くなっており、企業誘致の受け皿となる新たな事業用地の確保が必要 

● 大規模工場跡地の利活用によるコンビナートなど産業集積エリアの一層の活

性化を促すため、関係機関等による連携体制の充実強化が必要 

 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模産業用地活用促進プロジェクト 
 〔大規模工場跡地を活用した企業立地の促進〕 No   ３ 
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３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

大規模工場跡地の

利活用による地元

市町や企業等との

連携・推進体制の

構築 

 

 

 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業集積エリアの

活性化に向けた効

果的な企業立地の

促進 

  

 

 

 

 

 

 

 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年 

目標値 数値 基準年/年度 

企業誘致件数 ２５件 2017（平成 29）年 ７５件/3 年 

 

  

         

 

 

跡地所有企業 市町 地元関連企業等 県 

企業誘致活動 

(重点成長分野＊） 
企業立地 

地域の活性化 ① 情報発信 

③ 優遇制度の活用 

プロジェクトチーム設置 

 

設置 

② 誘致活動  

プロジェクトチームによる取組 

検討・取組内容 

① 跡地所有企業等のニーズの確認 

② 跡地活用事例の研究、対応策の検討 

③ 活用方策・企業誘致方針等の確認 

④ 企業誘致強化策等の検討 等 

＜関係機関によるプロジェクトチームの設置/運営＞ 

 
・コンビナート等跡地活用事例の研究、対応策の検討 等 

・地元市町、企業等のニーズを踏まえた活用方策の検討・提案 等 

＜誘致活動＞ 

重点成長分野＊の企業への訪問の実施 

 

 

 

 

 

 

＜設備投資等に対する優遇制度等の活用等＞ 

県独自の支援制度や地域未来投資促進法＊等の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜情報発信＞ 

立地環境の優位性等を積極的に PR（セミナーの開催、リーフレットの作成等） 

 

 

 

 

 

 

＜県庁内サポートチームの設置＞ 

地元市町や企業等のニーズを踏まえた支援策等を一元的に検討・調整 
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  地域金融機関や産業支援機関等の連携による官民一体となった「地域中核企業

創出・支援カンファレンスチーム」の設置 

 

 

 

 

  地域未来投資促進法＊や、産業支援機関、金融機関等の多様な公的・民間支援

メニューを活用し、技術力強化や販路・域内調達の拡大、事業戦略の強化等、企

業ニーズに応じた総合的・集中的支援を実施（総合サポートプラン提案等） 

  意識啓発セミナー、産学公マッチング、情報交換会等の開催 

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 2017（平成 29）年 7 月、地域の中核企業をターゲットに、地域内に高い経済

的波及効果を及ぼす「地域経済牽引事業＊」の創出を目的とした地域未来投資促

進法＊が施行。本県においても、市町との共同により法に基づく基本計画を策定 

 

 

 

○ 本県製造業における付加価値額の約８割を大企業及び地域中核企業＊が創出 

○ 地域中核企業を含む県内中小企業等に対する県独自の研究開発補助金や技術

支援等により、医療や環境・エネルギー等の成長分野において、53 件が事業化 

（2014(平成 26)年度からの４年間（2018（平成 30）年 3 月末時点）） 
 

［課題と方向性］ 

● 本県の産業力の一層の強化を図るためには、地域中核企業群と瀬戸内基幹企業＊

群との連携の強化や、コネクターハブ＊企業をはじめとする今後の成長性が高い

「地域中核企業」の創出・成長の促進が重要 

● 地域中核企業が成長する上での様々な課題・ニーズに対応するには、民間ノウ

ハウや技術的知見も活用した官民一体となった経営・技術的課題等全般にわたる

総合的支援が必要 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域中核企業＊創出・成長支援プロジェクト 
 〔地域中核企業への総合的支援体制の構築〕 No   ４ 

※「やまぐち地域中核企業サポーター＊」 
  カンファレンスチームを構成する地域金融機関の担当者を知事が委嘱。専門
ノウハウ・ネットワークを活かしたコンサルティング等の支援を実施。 
＜支援対象候補企業＞：成長性が見込める地域中核企業等約 60～70 社 

計画分野  成長ものづくり、農林水産、地域商社、第 4 次産業革命＊、観光、 

スポーツ、文化、まちづくり、再生可能エネルギー、ヘルスケア 
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３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

「地域中核企業創

出・支援カンファレ

ンスチーム＊」の設

置による地域中核

企業＊の創出・成長

のための総合的、

集中的な支援の推

進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域中核企業経営

者等の意識啓発、 

機運醸成等の促進 

   

 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

地域経済牽引事業計画＊承認 

件数（累計） 
１３件 2017（平成 29）年度 ４５件 

地域経済牽引事業＊による 

付加価値増加額 
－ － １１５億円/3 年 

＜カンファレンスチームの設置・活動＞ 

連絡会議の開催、支援対象企業の選定、総合的サポートプランの作成 

サポートプランに基づく総合的支援の実施（技術力強化や販

路拡大・域内調達の拡大、コンサルティングによる事業戦略

の強化等） 

＜企業ニーズの施策への反映・研究等＞ 

 調査研究事業の実施等 

＜経営者意識啓発セミナー等の開催＞ 

セミナー、マッチング、情報交換会等の開催 

＊ 

＊ 

＊ 

地域中核企業＊支援の取組 

       

地域中核企業創出・支援カンファレンスチーム＊ 

山口県 

産業技術 

センター＊ 

やまぐち 

産業振興 

財団＊ 

山口県 

（関係部局） 

 

金融 

機関 
大学 

 

官民一体となった 

総合的ｻﾎﾟｰﾄﾌﾟﾗﾝ 

策定・実行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●技術的助言 

●開発支援 

等 

●販路開拓 

●事業展開

支援 

等 

 

 

●地域未来投資

促進法＊ 

●各種補助・融資 

●規制緩和  

等 

● 事 業 性

評価 

● コ ン サ

ル テ ィ ン

グ   等 

●調査、

研究 

●技術開

発 

等 

多様な公的・民間支

援メニューの活用に

よる総合的・集中的

な支援 
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  重点成長分野の企業を対象とした、東アジアへの近接性や豊富な産業人材な

ど、本県の立地環境の優位性・経済波及効果を踏まえた戦略的な企業誘致活動

の展開 

  県独自の支援制度や地域未来投資促進法＊等に基づく優遇制度の活用・提案等

による企業の新規立地の促進 

  県内の未利用地・遊休地の情報収集や、企業誘致の受け皿となる新たな事業用

地の確保 

 「地域中核企業創出・支援カンファレンスチーム」等による誘致企業の技術

力強化や販路・域内調達の拡大、事業戦略の強化等、企業ニーズに応じた総

合的・集中的支援を実施 

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 積極的なトップセールスや県独自の支援制度、本県の誘致活動を応援する「企

業誘致立志応援団」の活用等により、医療や環境・エネルギーなど成長分野の企

業に対し、重点的・戦略的な企業誘致活動を展開 

 

 

 

 

［課題と方向性］ 

● 若者の県外流出に歯止めをかけ、活力の源となる産業力を強化するため、雇用

の場のさらなる創出が必要 

● 主要産業団地の分譲率が９０％を超え、企業にとって魅力ある事業用地が少な

くなっており、企業誘致の受け皿となる新たな事業用地の確保が必要 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域中核企業＊等立地促進プロジェクト 
 〔県経済を牽引する担い手である地域中核企業等の誘致〕 No   ５ 

2013(平成 25)年からの 5 年間の誘致状況 

医療関連分野における大型企業を含む 100 件超の企業誘致 3,000 人超の計画雇用創出 
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３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

地域中核企業＊ 

を含む重点成長分

野＊の重点的な企

業誘致活動の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地域中核企業創

出・支援カンファ

レンスチーム＊」等

による誘致企業へ

の総合サポート 

   

 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年 

目標値 数値 基準年/年度 

企業誘致件数（重点成長分野＊） － － ２０件/3 年 

 

企
業
誘
致
活
動 

優遇制度の活用 

県独自の支援制度や地域未
来投資促進法＊等の制度活
用 

情報発信の強化 

トップセールスやインターネッ
ト等訴求力の高い媒体の活用に
よる効果的な情報発信等 

 

重点成長分野＊

の関連企業を戦

略的に誘致 

(基礎素材型産

業、医療関連産

業等９分野) 

企
業
立
地
の
実
現 

○経済の活性化 

 

○雇用の場の創出 

 

○人口減の抑制 

誘致企業に対する地域中核企業創出・支援カンファレ

ンスチーム＊の派遣による集中支援等 

事業用地の発掘 

企業にとって魅力ある事業
用地の確保 

＜誘致活動＞ 

地域中核企業を含む重点成長分野の企業に対して戦略的誘致活動を展開 

 

＜情報発信＞ 

立地環境の優位性等を積極的に PR（セミナーの開催、リーフレットの作成等） 

 

＜事業用地の発掘・紹介＞ 

＜カンファレンスチームの設置・活動＞ 

支援対象企業の選定、総合的サポートプランの作成・支援 
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  県内研究者・技術者の技術交流プラットフォーム（「Ｒ＆Ｄラボ＊」）の設置等による

高度産業人材の育成や技術力、研究開発基盤の強化 

  高度技術者等の技能・知識を活かす人材登録制度(ＯＢ等人材バンク＊)の構築に

よる産業人材の確保や活用、技術支援等の強化 

  県内就職関連事業の連携促進等、若者（高校生、大学生）の県内定着に向

けた効果的展開 

  企業ニーズや地域中核企業＊の成長に向けた産業人材確保制度の充実 

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 本県のものづくり技術基盤を活かした、「医療」「環境・エネルギー」等、成長

分野の産業の育成に向けた、高度産業人材（理系大学院修了者・薬剤師有資格者）

の確保のため 2015（平成 27）年度に県内企業の協力を得て、「奨学金返還補助制

度」を全国に先駆けて創設（2017（平成 29）年度：20 名） 

○ 一方で、高校生、大学生等、若者の県内定着に向けた取組が積極的に進められ

ているものの、県外流出には歯止めがかかっていない状況 

○ また、本県には化学系企業を中心に高度ものづくり技術を誇る企業やその製

造・研究開発拠点が集積。それら基幹企業と地元中小企業等との連携の強化、県

内技術者・研究者等の人材育成や活用の促進が強く求められている 

 

［課題と方向性］ 

● 奨学金制度対象決定者の補助対象企業への就職状況は３割程度に留まってお

り、企業側、学生のニーズを踏まえた効果的な制度の見直しが必要 

● 地域の産業を担う高度産業人材の確保・育成に向けては、教育や雇用分野等の

関係機関が連携した効果的、総合的な人材確保・育成の取組を進めることが必要 

● 瀬戸内基幹企業＊を中心とした高度な技術・知識を持つ技術者・研究者と地域

中核企業＊等との技術交流やそうした人材の県全体での確保・活用を図ることで、

県内企業の技術力・研究開発力向上、技術者・研究者の人材育成の進展を期待 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

高度産業人材確保・活用支援プロジェクト 
 〔高度産業人材の確保・育成〕 No   ６ 
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３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

重点成長分野＊の

イノベーション＊展

開に向けた研究開

発力の強化や人材

の確保・育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業人材の確保 

   

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

研究開発・人材活用システムへ

の参加企業数 
－ － ５０社 

奨学金補助制度を活用した 

県内就業者数（累計） 
４ 2017（平成 29）年度 ２０人 

企業間連携による研究開発・人材活用システム

Ｒ＆Ｄラボ
（研究開発・人材育成)

県内企業研究･技術者による技術
交流や共同研究、セミナー･ワー
クショップの開催等

ＯＢ等人材バンク
(人材登録による活用)

技術技能別の技術者等ＤＢを構
築。企業とのマッチング・派遣、
技術開発シーズの事業化の提案

※新技術、研究

開発等を希望す

る事業者

※技術者等の確

保・育成や技術

支援等を希望す

る事業者

参画
参画

派遣

中小企業

研究者・高度技術者ＯＢ等

登録

※技術開発シー
ズの提供による
事業化の提案

大手企業
参画

協力

～Ｒ＆Ｄラボ機能（研究開発基盤）と人材バンク機能（高度技術者等人材活用）を一体的に運用～

提案

＊共同研究等による
若手研究者育成

＊成長産業創出を期待

提案

＜企業間連携による研究開発・人材活用システムの構築＞ 

「R＆D ラボ＊」の創設・運用 

＜「高校生県内就職促進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」の活用による県内就職の促進＞ 

＜高度産業人材確保事業（奨学金返還補助支援制度）の充実＞ 

「研究者・高度技術者 OB 等人材バンク＊」の創設・運用 

制度検討・準備 「R＆D ラボ」創設・運用 

制度検討・準備 システム構築 運用開始 

庁内ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ設置 
による取組の検討 

若者の県内定着に向けた支援 

既存事業の実施､制度検討 
企業ニーズの把握 

制度準備 制度運用 

＊ 

＊ 
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  専門家派遣、キエンザン省関係者の招聘等による理解促進 

  ベトナム政府、キエンザン省政府への継続的な働きかけの実施 

  官民一体となった「水産インフラ輸出構想＊研究会」の開催 

  国等支援事業（JICA＊「中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業＊」）の活用に向

けた支援 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 官民一体となった「水産インフラ輸出構想＊研究会」立ち上げ、及び「水産イ

ンフラ輸出構想」の策定（2016(平成 28 年)10 月） 

 

 

 

 

 

〇 ベトナム国キエンザン省＊政府関係者の招聘及び同省における一連の水産物の

鮮度管理システム導入に係る取組の推進に関する覚書の締結（2017(平成 29)年 5月） 

○ 構想の具現化に向けた事業実施可能性調査（ＦＳ（Feasibility Study））の実

施（2017(平成 29)年 8月～2018(平成 30)年 2月） 

 

 

 

 

 

［課題と方向性］ 

● ＦＳ事業で明らかとなった課題をキエンザン省と共有し、同省に対して、漁獲 

から流通までの各プロセスにおける課題解決に向けた取組を促すことが必要 

● ＦＳ事業により整理されたロードマップを踏まえた、県内企業のキエンザン省 

での事業展開に向けた支援が必要 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

産業インフラ輸出促進プロジェクト 
 〔水産分野の産業インフラの海外事業展開の促進 等〕 No   ７ 

構想の概要  漁獲、加工など一連の水産関連企業の立地がある本県の強みを活か

し、漁獲から流通に至る一連の鮮度管理システムの導入に高いニーズがあるベトナム

等アセアン地域に対して、パッケージでインフラ輸出を行い、関連企業の業績拡大を

通じた県経済の活性化を図る。 

 

ＦＳ事業の概要  

○初期投資額 367.2 億円に対し、直接経済効果として年間 279.1 億円と試算。 

○漁獲、加工販売、物流保管の各プロセスにおける課題解決により、2023 年までを

目処に個別インフラの導入、2028 年を目処にバリューチェーン＊完成を目指す。 
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３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

ベトナム国キエンザ

ン省＊政府との連携

による、水産バリュ

ーチェーン構築に向

けた取組の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内企業のキエン

ザン省での事業展

開に向けた支援 

   

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

JICA＊など国等の支援メニューを

活用した事業件数 
０件 2016（平成 28）年度 ５件 

 
ベトナム国キエンザン省＊ 

一連の鮮度 

管理システム    

パッケージによる 
インフラ輸出 

（ＯＤＡの活用） 

＜水産バリューチェーン構築に向けた総合的な支援＞ 

＜「水産インフラ輸出構想＊研究会」の開催 ＞ 

・専門家派遣、キエンザン省関係者の招聘等による理解促進 

・ベトナム政府、キエンザン省政府への継続的な働きかけの実施 

＜国等の支援事業を活用した同省における事業展開を図る取組の支援＞ 

・官民一体となった「水産インフラ輸出構想研究会」の開催 

・国等支援事業（JICA＊「中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業＊」）の活用に向けた支援 
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  通信キャリアとの連携による、ＬＰＷＡ技術を活用したＩｏＴ等利活用実証フィールド

の整備(ものづくりやビッグデータ*活用、観光、地域課題解決等) 

 

  山口県版ＩｏＴビジネス創出基盤の構築  

  ＩｏＴに関する幅広い技術を持つ専門家の配置 

  ＩｏＴビジネス創出プロジェクト への支援 

 

 

 

 ｢山口県ＩｏＴ推進ラボ*｣を核とした、産学公金連携による県内中小企業のＩｏＴ等の

活用による、生産効率改善や技術力を活かしたｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ*創出を支援

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

〇 ＩｏＴをはじめとする第４次産業革命＊の技術は、全ての生活、産業分野にお

ける革新を促し、急速な導入、市場開発等が進められているところ 

○ 一方、県内企業のＩｏＴ導入率は、3.9％（全国平均：7.0％）と低位にとどま

っており、このため、本県においては、2017（平成 29）年 3 月に「山口県Ｉｏ

Ｔ推進ラボ＊」を設置するなど、ＩｏＴ等の導入・利活用促進に向けた推進体制

の整備を図るとともに、きめ細かな支援を実施 

 

 

 

［課題と方向性］ 

● 重点成長分野＊のさらなる発展や、人手不足、過疎化・高齢化への対応など、

本県特性を踏まえたＩｏＴ等の導入促進により、企業の生産性向上や人材不足の

解消、ＩｏＴ等を活用した新事業・サービス等の創出を図ることが必要 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域産業ＩｏＴ＊等導入促進プロジェクト 
 ～やまぐちコネクテッド・インダストリーズ＊～ 
 〔ＩｏＴ等導入・利活用の促進〕 No   ８ 

※ＬＰＷＡ（Low Power Wide Area） 
ＩｏＴ向けの新たな省電力広域無線通信網（広範囲、長寿命、低コスト） 

○   ○｢やまぐちＩｏＴ・ロボット技術研究会＊｣の設立支援 

○   ○ＩｏＴ導入促進助成金による支援 
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３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

ＩｏＴ＊ビジネス

創出支援拠点の形

成 

   

生産性・付加価値

向上やサービス創

出に向けた先導的

プロジェクト等への

支援 

（重点成長分野＊中心） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４次産業革命＊

の進展を見据えた

人材育成 

 

 

  

全県的なＩｏＴ等 

導入の促進・波及 

   

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

先導的プロジェクトによる 

IoT 等導入件数 
－ － ５件 

中小企業のＩｏＴ導入率 ３．９％ 2016（平成 28）年度 １６．０％ 

ＩｏＴビジネス創出支援拠点
(県産業技術センター)

ＬＰＷＡ

実証フィールド（通信キャリア連携）

導入
実証

導入
実証

連携・活用

技術
支援 ＩｏＴビジネス創出

全県的な
ＩｏＴ等導入・波及

山口県ＩｏＴ
推進ラボ等

導入
促進

高度ＩｏＴ人材

育成

＜ＩｏＴビジネス創出支援拠点の形成＞ 

・山口県版ＩｏＴビジネス創出基盤の構築 

・ＩｏＴ専門家の配置 

・ＩｏＴビジネス創出プロジェクトの支援 

＜第４次産業革命の進展を見据えた人材育成＞ 

高度ＩｏＴ人材の育成（ＩｏＴベンダー、ＩｏＴユーザー） 

（事業例）・ものづくり等の成長分野における生産性向上 

 ・過疎化、高齢化等の地域の課題解決等 

 

＜通信キャリアとの連携協定締結＞ 

 

＜連携協定に基づく実証事業の実施・導入＞ 

 

＜先導的プロジェクト等に対する支援＞ 

 

＜全県的なＩｏＴ等導入の促進・波及＞ 

ＩｏＴ等利活用実証フィールドの整備 

国、県、関係機関による研究開発補助、融資、ファンド等による支援 

 

・ＩｏＴビジネスプランナー・カンファレンスチームによるハンズオン支援* 

・業種の特性や事業段階に応じた多彩なメニューによる支援 

●プロジェクトイメージ 
＊ 

＊ 

＊ 

（山口県産業技術センター＊） 
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  重点成長分野＊（９分野）のイノベーション展開に資する研究開発等を行う「スター

トアップ企業」の誘致 

（対象企業：少子高齢化・過疎化等の本県の地域課題解決、重点成長分野の発 

展につながる取組を展開する企業） 

  民間の資金提供やネットワークによる支援 

 「地域中核企業創出・支援カンファレンスチーム」等によるスタートアップ

企業の技術力強化や販路拡大・域内調達の拡大、コンサルティングによる事

業戦略の強化等に向けた集中的支援の実施 

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 創業起業者の複合的な機能を有する創業支援施設「やまぐち創業応援スペース

（mirai365*）」の開設・運営、子育て期の女性の創業支援のための「女性創業セ

ミナー（WITTY）」の開催、「女性創業応援やまぐち株式会社（WIS やまぐち）」の

設立、商工会議所等に配置したコーディネータによる創業支援等により、新規創

業を推進 

 

 

 

［課題と方向性］ 

● 今後の県経済の発展には、県経済を牽引する地域中核企業＊の創出が必要。そ

の一環として、「スタートアップ企業＊」を本県に積極的に呼び込み、成長支援を

行うことが重要 

 

 

 

 

● 「スタートアップ企業」は東京に集中。地方にはその集積がほとんどなく、今

後、誘致・育成に取り組んでいくことが必要 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

スタートアップ企業＊立地促進・育成プロジェクト 
 〔研究開発型スタートアップ企業の誘致〕 No   ９ 

※2017（平成 29）年度の創業数は 228 件を実現（過去 5 年間で 1,013 件） 

スタートアップ企業 

研究開発等によるイノベーション*創出を通じた社会貢献や急激な成長が見込ま

れる企業 
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３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

地域の産学公金が

事業パートナーとし

て連携・支援し、本

県の主力企業とし

て育成を促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地域中核企業創

出・支援カンファ

レンスチーム＊」等

によるスタートア

ップ企業への総合

サポート 

 

 

 

  

 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年 

目標値 数値 基準年/年度 

スタートアップ企業＊の誘致件数 － － ５社以上/3 年 

地域中核企業創出・支援カンファレンスチーム
山口県
産業技術
センター

・技術的助言
・開発支援 等

やまぐち
産業振興
財団

・販路開拓
・事業展開 等

山口県

・地域未来投
資促進法
・各種補助、融
資 等

金融機関

・事業性評価
・コンサルティ
ング 等

大学

・調査、研究
・技術開発 等

スタートアップ企業

民
間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
等

誘致
・
支援

連携

支援

急成長

地域の主力企業
・重点成長分野
（９分野）の
イノベーション
展開
・地域課題（少子
高齢化・過疎化
等）の解決

＊

＊

＊

＊ ＊ ＊

＜スタートアップ企業＊の選定・育成＞ 

重点成長分野＊（９分野）に係る研究開発等を行うスタートアップ企業 

＜民間金融機関等による支援＞ 

コンサルティングによる事業戦略の強化、融資等の資金サポート 

＜地域中核企業創出・支援カンファレンスチームによる支援＞ 

・技術力強化や販路・域内調達の拡大 

・地域未来投資促進法＊（国・県の補助制度や課税特例、金融支援、規制緩和 

等）による支援等 

＊ 
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  県内の観光・物産に関する情報発信 

  コンベンション＊の誘致、各種大会、イベント等の施設利用の促進 

  拠点施設への利便性向上に寄与する、山口宇部道路からのアクセス道路と

なる「都市計画道路新山口駅長谷線」他の整備 

  健康産業支援施設の「ライフイノベーションラボ＊」開設への支援 

 

 

  市、大学等との連携による先端技術を活用したヘルスケア関連製品・サー

ビスの開発に向けた実証事業展開 

  県関係の産業支援機関等の拠点施設への移転の検討・実現 

  市施設（起業創業支援センター等）と連携した起業創業・中小企業支援機能の強

化（ワンストップ化） 

 県央部多部制定時制高校＊の整備や拠点施設機能との連携 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 山口市において、2021 年度当初の供用開始を目指し、「交流人口創出」、「起業

創業・中小企業支援」、「企業の人材支援」、「新産業創出促進」等の機能を備えた、

「新山口駅北地区拠点施設」の整備が進展 

○ 本拠点施設は、県の陸の玄関である新山口駅周辺の拠点性を高め、県全体の産

業振興や交流人口の拡大等の拠点形成につながるプロジェクトであることから、 

2017（平成 29）年 7 月、県・市全体調整会議を設置し、積極的な支援を推進 

 

［課題と方向性］ 

● 本拠点施設が、本県産業の活性化や産業人材確保・育成等に向けた高度な都市

型産業の支援拠点となるよう、市や関係機関等の連携・協力により、施設の立地

環境や利便性等を活かした機能の充実・強化を図っていくことが必要 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新山口駅北地区拠点施設整備支援プロジェクト 
 〔新山口駅周辺の拠点性向上による産業振興の推進〕 No   10 

※ ライフイノベーションラボ：

主な施設  
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３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

交流人口創出に係

る連携 

 

 

 

 

  

 

企業・人材支援機

能に係る連携 

 

 

 

  

新産業の創出促進

に係る連携 

 

 

 

  

アクセス道路の整備 
 

 

  

関連施設の整備 
 

 

  

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

新山口駅北地区拠点施設と連携 

した産業・交流拠点の形成 
－ － 実現 

＜起業創業・中小企業支援機能の強化＞ 

＜ヘルスケア関連産業の創出に向けた実証事業展開等＞ 

・「ライフイノベーションラボ＊」開設への支援 

・市、大学等との連携による先端技術を活用したヘルスケア関連製品・サービスの開発に向

けた実証事業展開 

 

＜都市計画道路新山口駅長谷線他の道路整備＞ 

拠点施設への利便性向上に寄与するアクセス道路整備 

 

＜県央部多部制定時制高校＊の整備等＞ 

県央部多部制定時制高校の整備や拠点施設機能との連携 

 

＜観光案内の強化＞ 

観光・物産に関する情報発信事業の連携 

 

＜拠点施設の利用促進＞ 

コンベンション＊の誘致、各種イベント等における連携 

 

 

新山口駅北地区拠点施設整備事業：基本設計全体概要 

・県関係の産業支援機関等の拠点施設への移転入居や、市施設と連携した中小企業支援機

能の強化の検討・実現 

 

山口市ホームページから引用 
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４ 重点成長分野*に関連する主な施策展開等 

 成長基幹分野

１ 基礎素材型産業  

〔産業基盤の整備〕 

■企業の国際競争力強化に資する港湾の機能強化 

・国際バルク戦略港湾＊（徳山下松港・宇部港）の実施計画である国際バルク戦略港湾育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ＊に 

沿った取組の推進 

・各港の特性に応じた港湾の機能強化 

■工業用水の安定供給 

・企業ニーズや経営環境の変化に的確に対応した水資源の確保と渇水対策の推進 

・「施設整備 10か年計画＊」に基づく工業用水道施設の計画的・重点的な老朽化対策等の 

推進 

・企業のコスト競争力の強化に向けた二部料金制＊の運用 

■物流等基盤の整備 

・物流等基盤強化に資する幹線道路の整備の推進 

・特殊車両通行許可制度＊の改善等による物流の効率化 

■企業間連携の促進 

・瀬戸内海沿岸のコンビナート企業等による国際競争力強化に向けた連携の促進 

・自動車産業の構造変化に対応した関係企業の連携の促進 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

■ 瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 

■ 自動車新時代に対応したイノベーション＊創出プロジェクト 

地域中核企業*創出・成長支援プロジェクト 

 

２ 輸送用機械関連産業  

〔急速な構造変化等に向けた事業環境の整備〕 

■自動車新時代に対応したイノベーション創出 

・自動車産業の構造変化に対応した関係企業の連携の促進［再掲］ 

・自動車関連企業のイノベーション創出支援 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

■  自動車新時代に対応したイノベーション創出プロジェクト 

地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連 

関連 
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 成長加速分野

３ 医療関連産業  

〔成長が期待される県内産業の育成と発展の促進（付加価値の高いものづくりの拡大等）〕 

■医療関連産業の育成・集積 

・医療関連産業イノベーション*の推進 

・産学公金連携による付加価値の高い研究開発や事業化、販路拡大等の促進 

・ヘルスケア関連産業の創出・育成プラットフォームの構築 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

■  新山口駅北地区拠点施設整備支援プロジェクト 

地域中核企業*創出・成長支援プロジェクト 

 

４ 環境・エネルギー関連産業  

〔成長が期待される県内産業の育成と発展の促進（付加価値の高いものづくりの拡大等）〕 

■環境・エネルギー産業の育成・集積 

・環境・エネルギー産業イノベーションの推進 

・産学公金連携による付加価値の高い研究開発や事業化、販路拡大等の促進 

・県産省・創・蓄エネ関連製品の導入促進による関連産業の育成 

・地域の実情に応じた利活用方策の検討等を通じた次世代自動車の普及促進と関連産業の育成 

・廃棄物の３Ｒ＊（スリーアール：リデュース・リユース・リサイクル）、低炭素化及び地域

循環圏＊の形成等に取り組む資源循環型産業の強化 

・ＣＯ２や排水等を活用した産学公金連携による事業化の検討 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連 

関連 
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 健康長寿社会の実現を先導する医療関連産業イノベーション*の拡大

  医療関連産業イノベーションの推進 

■ 新たな構想の推進による取組の展開 

■ 産学公金連携や大・中小企業間連携による研究開発の成果の発展及び、事業化された製品 

等の市場展開の促進 

■ 持続的なイノベーション創出の基盤となる研究開発拠点の機能強化 

・ 山口大学「再生・細胞治療研究センター＊」の機能強化による再生医療関連産業の育成・集積 

・ 遺伝子解析技術を活用した「オーダーメイド医療＊」実現に向けた研究開発拠点形成 

■  医薬品等の製造管理及び品質管理（ＧＭＰ＊）のための体系的な研修プログラムの検討・実施 

  ヘルスケア関連産業の創出・育成プラットフォームの構築 

■ 新たなヘルスケア関連産業支援体制の整備 

・ 山口市・大学等との連携による、先端技術を活用したヘルスケア関連製品・サービスの開発に向 

けた実証事業の展開 

    ・ 山口大学や民間企業等と連携した、ＡＩ＊等の新技術による健康関連ビッグデータ＊の分析・活用の推 

進及び県民の健康づくり施策への還元 

     

 次世代のエネルギーシステムを創る環境・エネルギー産業イノベーションの加速

環境・エネルギー産業イノベーションの加速 

■ 新たな構想の推進による取組の展開 

■ 産学公金連携や大・中小企業間連携による研究開発の成果の発展及び、事業化された製品 

等の市場展開の促進 

素材メーカーの集積を活かした素材等開発の拠点形成 

■ 産学公金連携による二次電池等の共同研究拠点形成の促進、企業・人材の呼び込み 

■ 軽量、耐久性等を備えた「新素材」を活用した、製品化の促進 

次世代を担う資源循環型産業の強化 

■ 産学公金連携によるＣＯ２や排水等を活用した開発、事業化の検討 

■ 廃棄物の３Ｒ＊（スリーアール）や低炭素化等、持続可能な資源循 

環型産業の育成の強化 

■ 廃棄物等を地域内で再資源化する資源循環モデル構築への支援強化など、地域循環圏＊の 

形成に向けた資源循環型産業の活性化 

住民向けサービス(健康づくり支援）
健康チェック（体力測定等）、運動プログラムの提供、
運動指導、食事指導 等

ヘルスケア関連企業向けサービス（製品開発支援）
製品開発等の相談、モニタリング実践フィールドの提
供、研究機関との共同研究のコーディネート 等

データ提供

健康づくり
サービスの
提供

住 民

連携支援体制の構築（行政機関、産業支援機関、医療関係機関、研究機関（大学等）等）

連携協力

成果提供

開発支援

成果提供

新産業創出

ヘルスケア
関連企業

健康関連製品・
サービスの開発

健康づくり
ライフイノベーションラボ
（新山口駅北地区拠点施設）

データ提供

重点施策紹介（医療関連産業、ヘルスケア関連産業、環境・エネルギー関連産業） 

車載機器や家電等に用いられ

る放熱材料 

放熱材料 

* 
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 次世代育成分野

５ 航空機・宇宙産業*  

〔成長が期待される県内産業の育成と発展の促進（付加価値の高いものづくりの拡大等）〕 

■新たな成長産業の育成・集積 

・新たな成長産業のイノベーション*創出に向けた推進体制の整備 

・産学公金連携による付加価値の高い研究開発や事業化、販路拡大等の促進 

・宇宙利用産業創出拠点*の設置・運営 

・衛星データを活用したソリューション開発*等の支援 

・航空機・宇宙機器産業分野での受注体制構築等を通じた地域中核企業*の育成支援 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

６ 水素エネルギー関連産業  
〔成長が期待される県内産業の育成と発展の促進（付加価値の高いものづくりの拡大等）〕 

■全国をリードする「水素先進県」の実現 

・水素社会を見据えた新たな技術開発の促進による産業振興 

・先進的な水素利活用モデルの展開による地域づくり 

・水素利用の拡大に向けた基盤づくり 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

７ バイオ*関連産業  
〔成長が期待される県内産業の育成と発展の促進（付加価値の高いものづくりの拡大等）〕 

■新たな成長産業の育成・集積 

・バイオ関連産業イノベーションの推進 

・新たな成長産業のイノベーション創出に向けた推進体制の整備 

・産学公金連携による付加価値の高い研究開発や事業化、販路拡大等の促進 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

８ ヘルスケア関連産業  

〔成長が期待される県内産業の育成と発展の促進（付加価値の高いものづくりの拡大等）〕 

■医療関連産業の育成・集積 

・ヘルスケア関連産業の創出・育成プラットフォームの構築［再掲］ 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

■  新山口駅北地区拠点施設整備支援プロジェクト 

地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

９ IoT*等関連分野  

〔成長が期待される県内産業の育成と発展の促進（付加価値の高いものづくりの拡大等）〕 

■新たな成長産業の育成・集積 

・IoT を活用した生産性の向上や技術開発に向けた取組の推進 

・生産性向上や省力化、新サービス・事業の創出に向けた IoT 等の導入促進 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

■ 地域産業 IoT 等導入促進プロジェクト 

地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

関連 

関連 

関連 

関連 

関連 
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 「やまぐちSPACE HILL構想*」の実現、航空機・宇宙産業への挑戦

 

  

「宇宙データ利用推進センター」の設置による県内企業の参入支援 

■ 県内企業の衛星データ利用促進 

・ 衛星データ解析の技術的支援、衛星データ等を活用したソリューション開発*の社会モデル実証、 

研究開発支援等の実施 

衛星データなどビッグデータ*の産業化を担うデータサイエンティストの育成拠点の整備 

■ 山口大学におけるデータサイエンス教育の拠点化の促進 

・ 衛星データなどビッグデータの活用による新たな産業創出や産業の高度化を担うデータサイエ 

ンティストの育成 

航空機・宇宙機器産業への本格参入支援 

■ 航空機分野の大型案件の受注や宇宙機器産業への参入の促進 

・ JISQ9100*取得など高品質なモノづくり技術を有する企業の連携による、一貫生産体制の構築 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策紹介(航空機・宇宙産業＊) 

「やまぐちＳＰＡＣＥ ＨＩＬＬ」構想 

* * 

山口大学 山口県、山口県産業技術センター＊ 
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 全国をリードする「水素先進県」の実現

水素社会を見据えた新たな技術開発の促進による産業振興 

■ 水素コスト低減等に向けた新たな水素製造技術や、水素利用拡大に資する水素関連機器の 

技術開発への支援 

■ 山口県産業技術センター*の技術支援等による県内企業の水素関連産業への参入促進 

先進的な水素利活用モデルの展開による地域づくり 

■ 本県の強みである大量かつ高 

純度の副生水素を地域で多面的 

に利活用する地産地消モデルの 

県内外への波及         

■ 再エネ由来等の水素を活用し 

た、中山間地域などでの利活用 

モデルの構築 

■ 水素ステーションを核とする 

まちづくりモデルの全県展開に 

向けた、県内企業や自動車メーカー、水素供給業者、国や市町などで構成する「やまぐち水素成長 

戦略推進協議会」の運営 

水素利用の拡大に向けた基盤づくり 

■ 水素ステーションの更なる整備促進等 

 

 新たな可能性を拓くバイオ関連産業イノベーション*の創出

バイオ関連産業イノベーションの推進 

■ 新たな構想の推進による取組の展開 

■ 「やまぐちバイオ関連産業推進協議会」による全県推進体制の構築 

■ バイオ関連企業の研究者を招聘した「イノベーション推進センター*」（産業技術ｾﾝﾀｰ内）の体制強化 

■ 医療関連や環境・エネルギー分野におけるイノベーションの成果を活かした研究開発の推進、事業 

化製品等の市場展開の促進 

持続的なイノベーション創出の基盤となる研究開発拠点の機能強化 

■ 山口大学「中高温微生物研究センター*」の機能強化 

■ 山口東京理科大学薬学部と県内企業、研究機関、医療機関等の連携拠点の構築 

 

 

 

 

 

 

 

全国に展開

貯蔵
輸送供給

消費

▽瀬戸内コンビ
ナート由来
・苛性ｿｰﾀﾞ等

▽再エネ由来

▽水素ローリー
▽水素ＳＴ等

▽燃料電池自動車
▽燃料電池ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ等

製造

「水素先進県」の取組 

重点施策紹介（水素エネルギー関連産業、バイオ＊関連産業） 

機能性微生物の細胞培養の研究開発 
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 各成長産業分野共通（企業誘致、人材確保、地域中核企業*成長支援等）

■ 企業誘致の推進 

・既存の産業団地等を活用した企業誘致と新たな事業用地の発掘 

・成長が期待される分野の誘致活動の推進 

・きめ細かな情報収集、ﾄｯﾌﾟｾｰﾙｽ等による情報発信などを活かした企業誘致の推進 

・企業の投資動向等を踏まえた立地企業への支援 

・若者や女性に魅力ある IT・コンテンツ関連企業、サテライトオフィス誘致の推進 

・本社機能の移転等に向けた誘致活動の推進 

・地域中核企業等の誘致の推進 

・スタートアップ企業*の県内誘致と主力企業への育成 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

■ 大規模産業用地活用促進プロジェクト 

■ 地域中核企業等立地促進プロジェクト 

■ スタートアップ企業立地促進・育成プロジェクト 

地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

■ 高度産業技術人材の育成・確保 

・山口県産業技術センター＊の技術支援を通じた中小企業の中核的な技術人材の育成 

・山口大学における企業の次世代イノベーション＊人材等育成の取組促進 

・山口東京理科大学における GMP＊（医薬品品質保証）等医薬分野の人材育成の取組促進 

・産業人材の確保・育成や新産業創出 

・奨学金返還補助制度を活用した人材確保支援 

・やまぐち産業振興財団＊における企業の中核となる人材育成の取組促進 

・県内研究者・技術者の技術交流ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ（R＆D ﾗﾎﾞ＊）の整備による研究開発基盤の強化・人材育 

成支援 

・ＯＢ等人材活用基盤の整備 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

■ 高度産業人材確保・活用支援プロジェクト 

   地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

■ 地域中核企業の創出・成長支援 

・地域金融機関等との連携による地域中核企業等への支援 

・生産性向上や省力化、新サービス・事業の創出に向けた IoT*等の導入促進［再掲］ 

・地域中核企業等の誘致の推進［再掲］ 

・スタートアップ企業の県内誘致と主力企業への育成［再掲］ 

・やまぐち産業振興財団を中核とした、生産性向上や産業人材育成に対する支援 

・企業のニーズや事業段階に応じた専門家やカンファレンスチームによる支援の実施 

・水産インフラなど県内企業が有する産業インフラ関連技術・製品の輸出促進 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

■ 地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

■ 高度産業人材確保・活用支援プロジェクト 

■ 産業インフラ輸出促進プロジェクト 

■ 地域産業 IoT 等導入促進プロジェクト 

 

関連 

関連 
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５ 取組目標（指標）について 

（１）全体指標 

本県製造業全体の生産性、付加価値等の動向を把握できる指標を設定します。 

指 標 2020 年度目標 現状（Ｈ29 工業統計） 

付加価値額 ２．０兆円 1.8 兆円 

労働生産性〔付加価値額/従業者数〕 ２，１００万円/人 1,922 万円/人 

（２）プロジェクト別指標 

各プロジェクトの取組の進捗状況に係る指標を設定します。 

プロジェクト名 指 標 現状値 2020 年/年度 

瀬戸内産業競争力・生産性 

強化プロジェクト 

[港湾] 
石炭共同輸送の実施回数 

７回 
(2017(平成 29)年度) 

［2020 年度］ 
３０回/3 年 

[工業用水] 
工業用水道管路の更新整備延長（累計） 

２．９Km 
(2017(平成 29)年度) 

［2020 年度］ 
３．９Km 

[道路] 
国道・県道の整備完了延長 
緩和する主要渋滞箇所数 

－ 
［2020 年度］ 
３０Km/3 年 
３箇所/3 年 

[コンビナート] 
生産性向上等に資する大規模連携
事業の実現 

－ 
［2020 年度］ 

実現 

自動車新時代に対応した 

イノベーション＊創出プロジェクト 

自動車産業に係る産学公金連携組織
への参画企業数 

－ 
［2020 年度］ 

１００社 

大規模産業用地活用 

促進プロジェクト 
企業誘致件数 

２５件 
(2017(平成 29)年) 

［2020 年］ 
７５件/3 年 

地域中核企業＊創出・成長 

支援プロジェクト 

地域経済牽引事業計画＊承認件数（累計） 
１３件 

(2017(平成 29)年度) 
［2020 年度］ 

４５件 

地域経済牽引事業＊による 
付加価値増加額 

－ 
［2020 年度］ 
115 億円/3 年 

地域中核企業等立地 

促進プロジェクト 
企業誘致件数[重点成長分野＊] － 

［2020 年］ 
２０件/3 年 

高度産業人材確保・活用 

支援プロジェクト 

研究開発・人材活用システムへの 
参加企業数 

－ 
［2020 年度］ 

５０社 

奨学金補助制度を活用した県内就業者数 
（累計） 

４人 
(2017(平成 29)年度) 

［2020 年度］ 
２０人 

産業インフラ輸出促進 

プロジェクト 

JICA＊など国等の支援メニューを活用し
た事業件数 

０件 
(2016(平成 28)年度) 

［2020 年度］ 
５件 

地域産業 IoT＊等導入 

促進プロジェクト 

先導的プロジェクトによる IoT 等 
導入件数 

－ 
［2020 年度］ 

５件 

中小企業の IoT 導入率 
３．９％ 

(2016(平成 28)年度) 
［2020 年度］ 
１６．０％ 

スタートアップ企業＊立地 

促進・育成プロジェクト 
スタートアップ企業の誘致件数 － 

［2020 年］ 
５社以上/3 年 

新山口駅北地区拠点施設 

整備支援プロジェクト 

新山口駅北地区拠点施設と連携した
産業・交流拠点の形成 

－ 
［2020 年度］ 

実現 
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６ 山口県産業戦略本部委員名簿（平成 30 年１０月現在） 

     地元企業の経営者、県内に事業所を有する企業の所長や工場長、金融機関や大

学教授により構成されています。企業活動を通じた課題やニーズ、産業戦略等に

ついて、助言や政策提言を行っています。 

                       （五十音順（氏名）、敬称略)  

（１２名） 

 

所     属 役    職 氏  名 

株式会社トクヤマ  
取締役 常務執行役員 

徳山製造所長 
安達
あ だ ち

 秀樹
ひ で き

 

株式会社山口銀行 専務取締役 尼
あま

田
た

  剛
つよし

 

マツダ株式会社 
執行役員 グローバル生産担当補佐 

防府工場長 
川上
かわかみ

 英
ひで

範
の り

 

大晃ホールディングス 

株式会社 
代表取締役社長 木村

き む ら

 晃一
こ ういち

 

帝人株式会社 岩国事業所長 斎藤
さ い と う

 安彦
やすひこ

 

東ソー株式会社 
代表取締役 専務執行役員 

南陽事業所長 
田代
た し ろ

 克志
か つ し

 

株式会社長府製作所 専務取締役 種田
た ね だ

 清隆
きよたか

 

フジミツ株式会社 代表取締役社長 藤田
ふ じ た

 雅史
まさふみ

 

武田薬品工業株式会社 
グローバルマニュファクチャリング 

＆サプライジャパン 光工場長 
藤原
ふじわら

 英喜
ひ で き

 

国立大学法人山口大学 理事・副学長 堀
ほ り

  憲
けん

次
じ

 

株式会社ひびき精機 代表取締役社長 松山
まつやま

 英
えい

治
じ

 

宇部興産株式会社 
常務執行役員 

情報システム部並びに宇部渉外部担当 
三隅
み す み

 淳一
じゅんいち
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７ 用語解説 

  本指針に掲載されている用語のうち、専門的な用語、十分に定着していない用語などについて、

その解説を記載しています。なお、用語の右側に付している頁番号は、以下の用語が掲載されて

いる頁を示しています。 

【あ】 

■Ｒ＆Ｄラボ（アールアンドディーラボ）［P31,32,47］ 

県内の大手企業、中小企業等が参画した県内企業研究者等による技術交流や共同研究等を行うための

機能構築、技術交流プラットフォームのことを「研究開発室（Research And Development Laboratory）」

に例えて呼称する。 

■ＩｏＴ（アイオーティー）［P1,2,4,7,8,11,12,14,22,35,36,44,47,48］ 

Internet of Things の略。「モノのインターネット」と呼ばれ、自動車、家電、施設などあらゆる「モ

ノ」がインターネットに接続することで、それらの「モノ」の情報をやり取りすることが可能になる仕

組み。 

■アカデミーハウス［P39］ 

学生向けの合宿、研修等を行うための施設のこと。 

【い】 

■イノベーション［P1,2,3,5～8,11,14,21,23,24,31,32,35～38,41～44,46～48］ 

新しいものを生産する、あるいは既存のものを新しい方法で生産すること等を指す。例としては、 

新製品・新技術の開発、新生産方法の導入、新たな市場の開拓などが挙げられる。イノベーションの創

出は、新たな技術やアイデアをもとに競争力ある製品、商品、サービス等を市場に送り出し、経済社会

に大きなインパクトを与える。 

本県においては、地域の企業・大学・支援機関等が連携し、共同研究等を通じて新技術・新事業等を

次々に創出し、地域経済に大きな波及効果をもたらすことを目指している。 

■イノベーション推進センター［P46］ 

  医療関連、環境・エネルギー、バイオ関連分野における県内企業等の研究開発プロジェクトを支援す

る機関。(地独)山口県産業技術センター内に設置されている。 

【う】 

■宇宙産業［P2,4,8,11,44,45］ 

人工衛星やロケット等を製造する「宇宙機器産業」と、衛星データを活用したサービスの提供を行う 

「宇宙利用産業」の総称。 

■宇宙利用産業創出拠点［P44,45］ 

県内企業による衛星データを活用した新事業創出の促進を目的として、（地独）山口県産業技術セン 

ターに設置する「宇宙データ利用推進センター」のこと。 

【え】 

■ＡＩ（エーアイ）［P1,7,12,43］ 

Artificial Intelligence の略。「人工知能」のこと。知的な機械、特に、知的なコンピュータプログ

ラムを作る技術等のこと。 

■ＬＰＷＡ（エルピーダブルエー）［P35,36］ 
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Low Power Wide Area の略。「広範囲・長寿命・低コスト」な性能、特長を持つ、IoT 向けの新たな省 

電力広域無線通信網のこと。 

【お】 

■オーダーメイド医療［P43］ 

遺伝子解析技術等を活用して個人に合った医療を行うこと。個別化医療、テーラーメイド医療とも呼

ばれる。 

■ＯＢ等人材バンク［P31,32］ 

退職した企業研究者や高度な技術を持つ技術者などを登録し、県内中小企業の求めに応じて派遣等を

行う仕組みのこと。 

■オープンイノベーション［P3］ 

積極的に内部と外部の技術やアイデアなどの交流等を行うことによりイノベーションを創出するこ 

とや、その方法論のこと。例としては、企業や大学、公的機関等がそれぞれ保有する技術、アイディア、

ノウハウ等を持ち寄り、新たな技術、製品、サービスの開発等を行うこと。 

【か】 

■ガントリークレーン［P15］ 

 一般的にレール上を移動可能な構造を持つ門型（橋脚型）の大型クレーンで、岸壁にあるコンテナを 

船の中に積み込んだり、降ろしたりするもの。 

【け】 

■ＣＡＳＥ（ケース）［P5,9,23］ 

自動車産業において、電動化や自動運転など、次世代自動車の普及・拡大をもたらす、大きな技術・

サービスの革新的な進展のことを指す。（ドイツのダイムラー社が提唱） 

「Connectivity」:インターネット等を活用した外部・相互接続性の向上、「Autonomous」：自動運転、 

「Shared &Services」：カーシェアリングなど多様なニーズ等、「Electric」：車の動力源の電動化 

■県央部多部制定時制高校［P39,40］       

県央部に設置する多部制定時制高校。定時制課程において、午前部、午後部、夜間部など、学習時間 

帯を選択して学ぶことができる仕組みを持つ高校のこと。 

【こ】 

■高規格幹線道路［P19,20］ 

一般的に自動車が高速で走ることのできる構造で造られた自動車専用道路のこと。 

■航空宇宙クラスター［P6,11］ 

航空機・宇宙機器産業において、機械加工、板金、表面処理、熱処理を得意とする企業等、共同受注

グループのこと。 

■港湾運営会社［P15,16］ 

国際戦略港湾及び国際拠点港湾において、複数の埠頭を港湾管理者から借り受け、民間のノウハウを

活かした一体的かつ効率的な埠頭運営を行うことを目的とした民間事業者のこと。港湾法に基づき、国

の同意を得て港湾管理者である山口県が指定する。 

■国際バルク戦略港湾［P9,15,41］ 

我が国の産業や国民生活に欠かせない鉄鉱石、石炭、穀物等のばら積み貨物（バルク貨物）の世界的

な獲得競争が進展する中、大型船による一括大量輸送が可能となる拠点的な港湾機能を確保することで、

これら物資の安定的かつ安価な輸送を実現することを目的とした港湾。山口県では石炭部門で徳山下松
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港・宇部港が選定されている。 

■国際バルク戦略港湾育成プログラム［P15,16,41］ 

実施計画のこと。本県においても、2011(平成 23)年 8 月に策定（2015(平成 27)年 9 月に変更）した

プログラムに沿って、ハード（船舶大型化に対応する桟橋、岸壁の整備等）、ソフト（港湾運営会社の

設立、企業間連携による共同配船の実施等）両面での港湾機能強化を計画的に推進している。 

■コネクターハブ企業［P27］ 

地域内で取引が集中し、取引関係の中心となっているハブ機能と、地域外とも取引を行い、他地域と

地域内との取引をつなげるコネクター（接続）機能を持つ企業のこと。地域内から多く仕入れ、それを

地域外に販売している企業のこと。 

■コネクテッド・インダストリーズ［P35］ 

ＩｏＴやＡＩなどの新たな価値を生み出すデジタル技術への支援を行うための日本の国家戦略のこ 

と。本指針では、「やまぐちコネクテッド・インダストリーズ」として、地域産業ＩｏＴ等導入促進プ

ロジェクトにより、ＩｏＴビジネス創出支援拠点の形成や全県的なＩｏＴ等導入の促進・波及に取り組

むことを指す。 

■コンテナターミナル［P15,16］ 

コンテナの海上輸送と陸上輸送を結ぶ接点となる港湾施設の総称。 

■コンベンション［P39,40］ 

様々な人が集まる大規模な会議、展示会、見本市等のこと。 

【さ】 

■再生・細胞治療研究センター［P10,11,43］ 

県との連携の下、山口大学に 2016(平成 28)年 11 月 1 日に設置された、肝臓再生療法・がん免疫細胞

療法の確立および細胞培養技術の確立と事業化をめざす研究開発拠点のこと。医療用細胞培養装置の自

動化を含む細胞培養関連技術の開発・産業化に加え、大学院課程「再生医療・細胞療法のための臨床培

養士育成コース」における高度専門人材育成により、次世代先進医療の実現とともに産業創出と地方創

生に大きく寄与することを目的としている。 

■サプライチェーン［P2,6,13］ 

原材料や部品の調達から製造、販売までの製品の全体的な流れのこと。それぞれが鎖のようにつなが 

っていると例えられるため、「チェーン」と呼称される。 

■産業クラスター［P5,10,12］ 

地域において、事業が次々と生み出されるような事業環境を整備することにより、競争優位（強 

み）を持つ産業が核となって広域的な産業集積が進む状態のこと。（例：医療関連産業クラスター等） 

【し】 

■ＧＭＰ（ジーエムピー）［P43,47］ 

Good Manufacturing Practice の略。高品質の医薬品を安定して製造するために、原材料の受け入れ

から製品の製造、出荷までの全ての工程を管理する基準のこと。 

■次世代型コンビナート［P21,22］ 

原料や副生物（水素等）、エネルギー（電機、ボイラー等）の有効活用や共同利用、製品の高付加価

値化、IoT を活用した生産システムの統合や出荷基地の相互利用など、企業や地域の垣根を超えた取組

の実施により、これまで以上に連携を進めた国際競争力の高いコンビナートのこと。 

■JISQ（ジスキュー）９１００［P45］ 

航空宇宙品質センター（JAQG）が制定した、航空宇宙産業に係る世界標準の品質マネジメント規格。
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公益財団法人日本適合認定協会（JAB）の認定を受けた認証機関が審査し認証する。 

■施設整備 10 か年計画［P17,41］  

工業用水の安定供給のため、工業用水道施設の劣化状況を的確に把握した上で更新時期及び事業費の 

平準化を図ることにより、施設の老朽化・耐震化対策を計画的、重点的に推進することを目的として、

県企業局が策定した 10か年計画のこと。 

■ＪＩＣＡ（ジャイカ）［P33,34,48］ 

国際協力機構（Japan International Cooperation Agency）。2003(平成 15)年 10 月 1日に前身の国際

協力事業団を引き継いで設立された外務省所管の独立行政法人で、政府開発援助（ＯＤＡ）の実施機関

の一つ。開発途上地域等の経済及び社会の発展に寄与し、国際協力の促進に資することを目的とする。 

■ＪＡＸＡ（ジャクサ）［P1,2,6,11］ 

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（Japan Aerospace eXploration Agency ）。政府全体の宇宙

開発利用を技術面で支える中核的実施機関で、宇宙開発利用分野の基礎研究から開発・利用に至るまで

一貫して行う機関。山口県には、2017（平成 29）年 2月に、西日本における衛星データの防災利用等に

係る連携拠点として、衛星データの利用・研究を推進するＪＡＸＡ「西日本衛星防災利用研究センター」

が山口県宇部市の（地独）山口県産業技術センター内に設置。 

■重点成長分野［P2～8,13,14,26,29～32,35～38,41,48］           

本県が今後、重点的に伸ばしていくべき成長分野を９分野に明確化したもの。（基礎素材型産業、輸 

送用機械関連産業、医療関連産業、環境・エネルギー関連産業、航空機・宇宙産業、水素エネルギー関

連産業、バイオ関連産業、ヘルスケア関連産業、IoT 等関連分野）。 

【す】 

■水産インフラ輸出構想［P33,34］ 

2016（平成 28）年 10 月に策定。漁獲、加工など一連の水産関連企業の立地がある本県の強みを活か 

し、漁獲から流通に至る一連の鮮度管理システムの導入に高いニーズがあるベトナム等アセアン地域に

対して、パッケージでインフラ輸出を行い、関連企業の業績拡大を通じた県経済の活性化を図るもの。 

■スタートアップ企業［P2,14,37,38,47,48］ 

研究開発等による、新製品・新技術の開発等（イノベーション創出）を通じた社会貢献や急激な成長

が見込まれる企業のこと。 

■スマート農業［P7］ 

ロボット技術や情報通信技術など、先端技術を活用して、農業において、省力化や高品質生産等を実 

現する取組のこと。 

■３Ｒ（スリーアール）［P42,43］ 

  リデュース（Reduce：発生・排出抑制）、リユース（Reuse：再使用）、リサイクル（Recycle： 再生 

利用）のこと。 

【せ】 

■生命医工学研究センター［P11］ 

医学とサイエンスの融合専攻を基にした先進的な医工学の知の拠点を形成するため、医学と工学の境

界領域で活躍する研究者による、医薬と医療機器開発を進める研究開発拠点。 

■石油・石油化学・化学産業［P21］ 

石油産業とは、石油の輸送、精製、販売等を行う産業。化学産業とは、原料に化学反応を施し、加工

することによって製品を製造する産業。このうち、石油や天然ガスを原料として、合成樹脂や合成繊維
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などを製造する産業を石油化学産業という。 

■瀬戸内基幹企業［P2,4,13,19,27,31］ 

本指針においては、瀬戸内海沿岸に集積するコンビナート企業等をはじめとする本県の経済、雇用を 

牽引している企業のことを指す。 

【そ】 

■Society5.0（ソサエティ ゴーテンゼロ）［P7］ 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済

発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会のこと。第５期科学技術基本計画において、日本が

目指すべき未来社会の姿として初めて提唱されたもの。 

※狩猟社会（Society1.0）農耕社会（Society2.0）工業社会（Society3.0）情報社会（Society4.0） 

 IoT、AI 等の最新先端技術を活用した超スマート社会（Society5.0） 

※ 超スマート社会：必要なもの・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会の 

様々なニーズにきめ細かに対応でき、あらゆる人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地域、 

言語といった様々な違いを乗り越え、活き活きと快適に暮らすことのできる社会のこと。 

■ソリューション開発［P44,45］ 

課題解決に適した方法等（ソフトウェア、システム等）を開発すること。 

【た】 

■第４次産業革命［P1,7,27,35,36］ 

１８世紀末以降の水力、蒸気機関による工場の機械化（第１次産業革命）、２０世紀初頭の分業に基

づく電力を用いた大量生産（第２次産業革命）、１９７０年代初頭からの電子工学や情報技術を用いた

一層のオートメーション化（第３次産業革命）に続くもので、ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩなどを用い

た生産性の飛躍的向上や新たな事業、サービス等の創出を図ることを指す。 

■多結晶シリコン［P10］ 

パソコンや家電製品の頭脳となるＩＣチップや太陽電池の材料となる物質のこと。 

【ち】 

■地域経済牽引事業［P27,28,48］    

地域未来投資促進法に規定する、地域の特性を生かして高い付加価値を創出し、地域の事業者に対す

る相当の経済的効果を及ぼすことにより、地域における経済活動を牽引する事業のこと。 

■地域経済牽引事業計画［P28,48］ 

地域経済牽引事業計画とは、地域未来投資促進法に基づき、県と市町が策定した基本計画の内容（地

域の特性及びその活用戦略等を示したもの）に基づき、事業者が地域経済牽引事業の内容を計画・作成

し、都道府県知事の承認を受けたもの。承認された事業計画については、税制による支援措置（先進的

な事業に必要な設備投資に対する減税措置等）等の支援措置がある。 

■地域高規格道路［P19,20］ 

高規格幹線道路を補完し、地域道路ネットワークの軸を形成する、連携・交流・連結のいずれかの機

能を持つ道路のこと。 

■地域循環圏［P42,43］ 

  地域の特性や循環資源の性質に応じて、最適な規模の循環を形成することが重要であり、地域で循環

可能な資源はなるべく地域で循環させ、地域での循環が困難なものについては循環の環を広域化させて

いくという考え方。 

■地域中核企業［P1,2,4,6,13,14,27～31,37,41,42,44,47,48］ 
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地域の特性を生かして、高い付加価値、経済効果を創出し、地域の経済成長・雇用を牽引する企業の

こと。具体的には、域外への販売や域内仕入の割合が高い、成長性や従業員増加率が高い中堅・中小企

業を指す。 

■地域中核企業創出・支援カンファレンスチーム［P27～30,37,38］ 

 県経済を牽引する「地域中核企業」の創出・成長を官民共同で支援するため、県、地域金融機関及び

関係機関等で構成するワーキングチームのこと。企業訪問による経営・技術的課題、ニーズの把握及び 

整理、多様な公的・民間支援メニューを活用した総合的なサポートプランの検討・提案を行う。 

■地域未来牽引企業［P13］ 

地域内外の取引実態や雇用・売上高を勘案し、地域経済への影響力が大きく、成長性が見込まれると

ともに、地域経済のバリューチェーンの中心的な担い手、及び担い手候補である企業を国（経済産業省）

が選定するもの。全国で２，１４８社選定（うち山口県は３９社）（2017(平成 29)年 12 月公表時点） 

■地域未来投資促進法［P2,3,25～30,38］ 

「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律」の呼称。 

地域の特性を生かして、高い付加価値を創出し、かつ、地域の事業者に対する相当の経済的波及効果

を及ぼすものである「地域経済牽引事業」を促進するため、「企業立地促進法」の一部が改正されたも

の（法律名についても改正）。（公布：2017(平成 29)年 6月 2日、施行：2017(平成 29)年 7月 31 日） 

■中高温微生物研究センター［P11,46］ 

中高温域で活発に活動する微生物の機能を活用し、地球温暖化に伴うエネルギー枯渇・食料危機・感 

染症対策・環境保全・生態系維持等の課題解決に向けた研究を行う山口大学の研究開発拠点。 

■中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業［P33,34］ 

国際協力機構（JICA）の支援事業の一つで、案件化調査（技術・製品等の活用可能性を検討し、ビジ

ネスモデルの素案を策定）及び普及・実証・ビジネス化事業（技術・製品・ビジネスモデルの検証や普

及活動を通じ、事業計画案を策定）が主な内容。ＳＤＧｓは、「持続可能な開発目標」を意味する。 

【て】 

■データサイエンティスト［P35,45］    

情報処理、人工知能、統計学等の情報科学系の知見に基づき、データから価値を創出し、ビジネス課

題に答えを出す専門人材のこと。 

■デジタルファースト（一括）法案［P7］ 

  国が業務改革の徹底とデジタル化の推進により、利用者中心の行政サービスの実現を図るため、行政

手続のオンライン化の徹底、添付書類の撤廃、デジタル化実現のためのシステム整備等を主な内容とし

て検討中の法律案のこと。 

【と】 

■特殊車両通行許可制度［P19,20,41］ 

道路の保全と交通の危険防止を図るため、一定の寸法や重量等を超える車両は、通行を制限している 

が、物流の効率化等を目的に制限値を超えた車両について「特殊車両」として道路管理者が許可し通行 

できることとしている制度のこと。 

【に】 

■西日本衛星防災利用研究センター［P6,11］ 

ＪＡＸＡの衛星データの防災等利用・研究推進に係る連携拠点。2017(平成 29)年２月に山口県宇部市 

の（地独）山口県産業技術センター内に設置された。 
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■二部料金制［P17,18,41］ 

工業用水の料金制度の一つ。契約水量に基づく、「基本料金」と使用量に応じた「使用料金」からな

る制度で、受水企業にとっては、節水努力が料金に反映されやすい仕組み。 

⇔「責任水量制」：実給水量ではなく、「契約水量」に基づき料金を決定する制度。 

【は】 

■バイオ（バイオ関連技術、バイオテクノロジー）［P1,2,4～6,8,11,44,46］ 

微生物や菌類など、生物が行う化学反応、あるいはその機能を工業的に利用・応用する技術のことで、 

発酵・醸造技術や遺伝子組み換え等により、医薬品・食品の製造、環境の浄化、エネルギー生産など幅

広い分野に応用されるもの。 

■バリューチェーン［P6,33］ 

消費者に製品等の「価値」が届けられるまでの過程において、企業間で付加されていく価値の「つ 

ながり」を示す考え方のこと。（例：水産バリューチェーン：漁獲・加工・販売等の一連の工程等） 

■ハンズオン支援［P13,36］ 

「手を触れる」という意味から、企業の経営等を伴走型で支援する支援形態のこと。専門家派遣やコ

ーディネータによる支援活動が、その一例として挙げられる。 

【ひ】 

■ビッグデータ［P7,12,35,43,45］ 

事業等に役立つ知見を導き出すための大容量のデータのこと。データの容量、規模については、典型 

的なデータベースソフトウェアが把握・蓄積・運用し分析可能な能力を超えたサイズを指す。 

【ふ】 

■ファーストポート［P15］ 

入国や、荷揚げ等のため、最初に入港する港のこと。 

■フィンテック(FinTech)［P7］ 

Finace（金融）と Technology（技術）を組み合わせた造語（ファイナンス・テクノロジーの略）。 

スマートフォンやパソコン等の情報通信端末（情報通信技術）を利用した金融サービスのこと。 

【へ】 

■ベトナム国キエンザン省［P33,34］ 

北はカンボジアとの全長５６．８㎞に及ぶ国境に接し、西はタイランド湾に面し、ホーチミン市（人 

口約８００万人）から西南に２５０㎞に位置する、人口約１７６万人、面積６，３４８㎢（山口県とほ

ぼ同じ）の都市。省都はラックザー。主な産業は農業と漁業。農業は、コメやココナッツ、パイナップ

ルの栽培が盛んであり、漁業は、水揚げ量年間約４５万トンでベトナム第１位である。（下関漁港の水

揚げ量約３万トン） 

【ほ】 

■ポートセールス［P15,16］ 

港湾施設をより多くの利用者に活用してもらうためのセールス活動のこと。（セミナー、説明会等） 

【ま】 

■マザーファクトリー［P5］ 

製品開発・製造等において、中心的な役割を担う工場や拠点のこと。 

【み】 

■mirai
み ら い

365
さんろくご

（やまぐち創業応援スペース）［P37］ 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9B%E3%83%BC%E3%83%81%E3%83%9F%E3%83%B3%E5%B8%82
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県が 2016(平成 28)年 11 月に山口市米屋町商店街に開設した創業支援施設。店舗を持たない創業者が

店舗運営を実践できるスペースや、初期のビジネス展開に適したシェアオフィス、創業者が互いにアイ

デアや情報を交換するコワーキングスペースなど、創業者のニーズに対応した多様な機能を有する。 

【や】 

■やまぐち IｏＴ・ロボット技術研究会［P12,35］ 

山口大学が県との連携の下、IoT やロボット技術を活用した技術開発や新製品・システムの創出を促

進するために2017(平成29)年2月に設立した研究会。IoTやロボット関連技術の活用に関心のある企業、

大学、高専、金融機関、産業技術支援機関等で構成される。（約 50 社・機関（2018(平成 30)年 4 月現在）） 

■山口県 IｏＴ推進ラボ［P12,35,36］ 

経済産業省などが「地方版ＩｏＴ推進ラボ」として選定を行い、地域での IoT ビジネスの創出を支援

する取組のこと。山口県においても、2017(平成 29)年 3 月に選定され、セミナーや研修会の開催など、

県内中小企業の IoT を活用した生産性向上や技術開発に向けた取組を進めている。 

■山口県産業技術センター［P11,28,35,36,38,45～47］     

2009（平成 21）年 4月に法人化した地方独立行政法人。県内企業等の「中核的技術支援拠点」として、

産業技術に関する試験研究、その成果の普及、産業技術に関する支援等を総合的に行っている。 

■やまぐち産業振興財団［P28,38,47］     

中小企業の振興、産業技術の高度化、新たな産業の創出を目的とし、経営相談や技術研究開発、事業

化、販路開拓など、企業の事業展開段階に応じた支援を行い、山口県の産業振興施策を総合的に実施す

る中核的な支援機関。 

■やまぐち産業戦略推進計画［P1］     

本県の産業力・観光力増強に向け、特に重点的に取り組むべきプロジェクトを推進するためのアクシ

ョンプランとして 2013(平成 25)年 7 月に県が策定した計画。2017(平成 29)年 3 月に公表した第 4次改

定版では、「国際競争に打ち勝つ瀬戸内産業再生戦略」「おいでませ！宿泊者数 500 万人戦略」など 9戦

略 27プロジェクトを掲げた。（計画期間：2013(平成 25)年度～2017(平成 29)年度） 

■やまぐちSPACE
ス ペ ー ス

 HILL
ヒ ル

構想［P11,45］     

ＪＡＸＡ・山口県・山口大学の連携協力協定の締結等、優れた衛星データ利用環境を有する山口県の

強みを活かし、山口大学におけるデータサイエンティストの育成等に向けた大学改革と連携して、新事

業創出に取り組む企業への支援を強化することにより、県内における宇宙利用産業の創出・振興を図る

もの。 

■やまぐち地域中核企業サポーター［P27］ 

「地域中核企業創出・支援カンファレンスチーム」を構成する地域金融機関の担当者で、知事が委嘱

した者のこと。（2018(平成 30)年 10 月現在：７名を委嘱）。専門ノウハウ・ネットワークを活かしたコ

ンサルティング等の支援を実施する。 

【ら】 

■ライフイノベーションラボ［P39,40,43］ 

フィットネスと地域医療とが連携し、運動プログラムの提供等による健康づくりのサポートやフィッ

トネス利用者のデータを活用した新たな産業の創出に取り組む施設。 

【り】 

■リーディング産業［P5］ 

国や地域の経済成長を主導、牽引する産業のこと。 
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８ 統計資料等出典一覧 

該当頁 掲載内容等 出 典 

Ｐ５ 県内総生産に占める「第２次産業」の割合 内閣府「平成 27 年度県民経済計算」 

P５、９ 基礎素材型産業、加工組立型産業の割合 経済産業省「平成 29 年工業統計調査」 

Ｐ５、９、

２３ 

輸送用機械の本県製造品出荷額に占める割合

自動車関連産業の占める割合 

経済産業省「平成 29 年工業統計調査」 

山口県「平成 26 年山口県の工業-工業統計

調査結果-」 

Ｐ５、９、

２３ 

北部九州・広島・山口地域の自動車生産台数 

 

北部九州自動車産業アジア先進拠点推進会

議「総会資料」（2018(平成 30)年 4 月） 

マツダ(株)ＨＰ「生産・販売状況について

（速報）」（2017（平成 29）年 4月～2018(平

成 30)年 3 月） 

Ｐ５ 日本における自動車産業の製造品出荷額に占

める割合 

経済産業省「平成 29 年工業統計調査」 

Ｐ９ 機能性化学品の世界市場規模 経済産業省資料「素材産業におけるｲﾉﾍﾞｰｼ

ｮﾝの役割と期待」（2018(平成 30)年 1 月） 

Ｐ９、１５ 港湾取扱貨物量 国土交通省「2016(平成 28)年港湾統計」 

Ｐ９ 自動車市場の動向 一般社団法人日本自動車工業会「世界四輪

車販売（主要国の四輪車販売台数）」

(2016(平成 28)年) 

Ｐ９ 

 

 

次世代自動車（電動車）の普及見通し 経済産業省「自動車新時代戦略会議資料」

（2018 年（平成 30）年 4月） 

※ 国 際 エ ネ ル ギ ー 機 関 （ IEA ） の

「ETP(EnergyTechnologyPerspectives) 2017」

に基づき作成 

Ｐ９ 県内自動車・同附属品製造業製造品出荷額状況

等 

山口県「平成 26 年山口県の工業-工業統計

調査結果-」 

Ｐ１０ 国内医療機器市場規模 

健康増進・予防等関連産業規模 

「健康・医療戦略」（2014（平成 26）年 7

月、2017（平成 29）年 2月一部変更） 

Ｐ１０ 

 

医療機器・医薬品関連の生産額等 厚生労働省「平成 27 年薬事工業生産動態統

計年報」、経済産業省「平成 26 年工業統計

調査」 

Ｐ１０ 再生可能エネルギー、蓄電池等市場規模 

省エネ・再エネ分野エネルギー関連投資 

「日本再興戦略」（2013（平成 25）年 6月）、

経済産業省「エネルギー革新戦略」（2016

（平成 28）年 4 月） 
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該当頁 掲載内容等 出 典 

Ｐ１１ 航空機産業の売上目標 

宇宙産業の市場目標 

基幹産業化に向けた航空ビジネス戦略に

関する関係省庁会議「航空産業ビジョン」 

（2015(平成 27)年 12 月） 

宇宙政策委員会「宇宙産業ビジョン 2030」

（2017(平成 29)年 5 月） 

Ｐ１１ モビリティ等での（水素）普及拡大目標 

山口県の水素生産量等 

 

再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議

「水素基本戦略」（2017(平成 29)年 12 月） 

中国経済産業局「中国地域におけるコンビ

ナートのポテンシャルを活用した水素イ

ンフラ整備と機能性素材活用方策調査」 

（2008(平成 20)年 3 月） 

Ｐ１１ 世界バイオ市場予測 経済産業省「バイオテクノロジーが生み出

す新たな潮流～生物機能を用いた新産業

創出に向けて～」（2016（平成 28）年 3月） 

※経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の調査を参考

に作成 

Ｐ１２ ヘルスケア関連産業の市場規模 「日本再興戦略」（2013（平成 25）年 6月） 

Ｐ１２ 健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）

の状況等 

厚生労働省科学研究費補助金の研究班に

おいて、厚生労働省「国民生活基礎調査」

をもとに算定（2016(平成 28)年） 

Ｐ１２ 高齢化率 内閣府「平成 30 年版高齢社会白書」 

Ｐ１２ IoT・AI の経済成長へのインパクト 総務省「IoT 時代における ICT 経済の諸課

題に関する調査研究報告書」（2017（平成

29）年 3 月） 

Ｐ４８ 全体指標における現状値（付加価値額、労働生

産性（付加価値額/従業者数）） 

経済産業省「平成 29 年工業統計調査」 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


